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第 5 期科学技術基本計画において，日本が目指す社会として Society 5.0 が提唱された。

Society 5.0 を牽引する人材として，①技術革新や価値創造の源になる飛躍知を発見・創造す

る人材，②技術革新と社会課題をつなげ，プラットフォームを創造する人材，③様々な分野

において AI やデータの力を最大限活用し，展開できる人材などが提示されている。さらに，

Society 5.0 において共通して求められる力として，①文章や情報を正確に読み解き，対話す

る力，②科学的に思考・吟味し活用する力，③価値を見つけ生み出す感性と力，好奇心・探

求力の 3 つが指摘されている。また，教育機関の役割や教育内容についても，教育プログラ

ムの個別最適化，異年齢・異学年での協働学習など，教育のあり方についても大きな変化が

求められている。 

Society 5.0 において AI やデータの利活用が指摘されているように，近年，IoT やビッグ

データ，AI に対する関心が高まっている。しかし，IoT やビッグデータ，AI に関連する教

育については，大学や大学院におけるデータサイエンティストの育成に関する議論が多く，

専門学校における IoT やビッグデータ，AI に関連する教育については十分に議論がなされ

ているとは言い難い。 

これまで専門学校では多くの情報処理技術者（以下，「技術者」と表記する）を育成して

きている。大量のデータの取得，分析，活用において技術者は不可欠であり，技術者の育成

の検討は不可欠である。そこで本章では，専門学校における IoT やビッグデータの技術者育

成について検討するための資料を提供することを目的とする。 

 

三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング（2017）によれば，IoT やビッグデータをすでに活

用している企業の割合は，IoT が 16.2%，ビッグデータが 16.4%である。さらに今後，「活用

する計画・予定がある」と回答した企業は IoT が「15.2%」，ビッグデータが「19.7%」であ

り，「将来的に活用したい」と回答した企業が IoT は 53.8%，ビッグデータが 50.4%である

（図表 1 を参照）。このように IoT やビッグデータをすでに活用している企業，将来的に活

用する計画あるいは活用したいという意欲のある企業は，それぞれ 80%を超えており，IoT

やビッグデータが将来的に重要であると多くの企業が認識している状況にある。 
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図表 2-1 IoT，ビッグデータ の活用状況 

 

出 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング（2017），p.44 より。 

 

に，情報サービス 業の人材に関する 状を する。 今，人材不 が新 で報

されているように，多くの 業において人材の確 が課題となっている。図表 2 に示される

ように， ての 業において人 が「不 」していることが かる。なかでも，情報サービ

ス 業は， 業と しても「不 」している 合いが高いことが かる。 

 

図表 2-2 情報サービス業と 業の 用  

 

出 情報処理 機 （2019），p.19 より。 

 

 33 

より にみると，図表 3 と図表 4 に示されるように，IT 企業と ー ー企業 の

あるいは に関する 状況においても，「2 年から 3 年 より が えた」と回答し

た IT 企業は 20.2%， ー ー企業は 7.9%であり，「2 年から 3 年 より が った」と回

答した IT 企業は 38.3%， ー ー企業は 8.3%である。IoT やビッグデータ の関心が高ま

っているなかで，情報サービス 業においては人材が不 していることに えて， 状況

も しも 好とは言えない状況にある。 

 

図表 2-3 IT 企業 の ・ の 状況 

 
出 情報処理 機 （2019），p.28 より。 

 

図表 2-4 ー ー企業の IT 門 の ・ の 状況 

 

出 情報処理 機 （2019），p.40 より。 

 

に， 的にどの分野における人材が求められているのかを確認する。図表 5 は「IT 企

業が 2 3 年 と した 業」の回答を示したものである。図表 5 に示されるように，

業 が 大するに連れて「IoT，ビッグデータ，AI 関連サービスの開発・提供」，「RPA

（Robotic Process Automation），ビ スプロ ス最適化（データの ， ）の開発・提

供」，「SaaS サービス開発・提供など」，「 リッ laaS サービスの提供など」を 大した

企業が している。 
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図表 2-5 IT 企業が 2 3 年 と して 大した 業 

 
出 情報処理 機 （2019），p.108 より。 

 

また， ー ー企業の 業 門における今後の業 の見通しをみると「データ分析などの

高 化による情報活用」において と回答した企業が 26.6%を超えている（図表 6 参照） 

 

図表 2-6 ー ー企業の 業 門における今後の IT 業 の の見通し 

 
出 情報処理 機 （2019），p.155 より。 
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以 のように情報サービス 業では，人材が不 している にある。このような ，多

くの企業が，IoT やビッグデータの利活用の重要性を認識し，将来的に IoT やビッグデータ

の活用を検討している。しかし，人材 においては なら に将来 においても不

，あるいは不 の が えない状況にある。今後， IoT やビッグデータに関連する人

材を様々な教育機関を通 て育成していく 要がある。 

 

多くの企業が IoT やビッグデータに関連する人材の不 あるいは将来的な不 を し

ている状況において，企業はどのような人材を求めているの う。IoT やビッグデータに

関連する人材について，技術 会（2016），情報処理 機 （2016）， 専門学校

情報教育協会（2019）の議論を する。 

 

1) 技術 会（2016） 

技術 会（2016）では，IoT や CPS（Cyber-Physical System）の に けて 要と

なるス ルとして，①課題発見・コンサル，②ビ ス デル考 ，③ICT 基 デ イン，

データ解析・AI， IT と OT の 合， リティ， UI/UX デ イン，の 7 つのス

ルをあげており， 来とは異なるス ルが求められることを指摘している。 

また，技術 会（2016）では，ス ルを提示する けでなく IoT やビッグデータ，

AI の に対 するための人材 を提示している。 的には，求められる人材として①

プロデ ーサー（ 人材），②サービス開発人材，③エン ， イ ーターの 4

を提示している1。く えて，これら 4 の人材に求められる 力を で習得する

ことは 難であるため，チームとして連 していくことが 要であると ている。図表 7

は，求められる 4 つの人材 の役割や 力 を示したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 プロデ ーサーとは，「 き 的な方 して示すことができる」人材であり，サ

ービス開発人材とは，「データを価値に変える 力や ー を読 力 を するデータ

サイエンス ー ティングを する」人材である。また，エン 「生 やサービス提

供のための ー や フト の技術者と ンサー， ット ー ， や ラ

といった分野の ICT 技術者」であり，イ ーターとは，プロデ ーサー，サービス開発人

材，エン らを き みイ ー ンを こす人材である（技術 会，2016，
p.20） 
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図表 2-7 IoT/BD/AI に対 するための人材  

 
出 技術 会（2016），p.21 より。 

 

2) 情報処理 機 （2016） 

情報処理 機 （2016）では，IoT に関連する IT 人材の役割として，図表 8 に示され

るように，① み み技術者，② ット ー 技術者，③データ活用人材，の 3 つの人材に

ついて 理している。以下，情報処理 機 （2016）にもと き，IoT とビッグデータに

おけるこれら 3 つの人材について 理する。 

 

図表 2-8 IoT に関連する人材の役割 

 

出 情報処理 機 （2016），p.58 より。 

 

技術者の IoT の関 り 

IoT に関 る業 を っている み み技術者は 47.2%， ット ー 技術者は 80.6%，

データ活用人材は 79.9%であり，多くの技術者が IoT に関 る業 に している。 的

には， み み技術者は，「機 からの データ取得活用」や「 トにより発生するデー

タの取得活用」であり，データの に関連する業 に する技術者が多い。 ット ー

技術者は，「機 からの データ取得活用」や「技術 に関する や 価」，「 ト
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により発生するデータの取得活用」に関する業 に している。また，データ活用人材は，

「機 ， トにより発生するデータの分析・活用（ビッグデータ活用）」，「データ分析 の

AI・機 学習」に業 に している。 

 

業 を する で 要 と考える 力 

に 技術者が，IoT に関連する業 に するなかで 要と考えている技術力・知識・

ス ルを する。 による， み み技術者は「 技術」，「UI（ ー ーイン

タフ ース），UX（ ー ーエ ス リエンス）」など， ット ー 技術者は「 （業

）分析力，企画力」，「 ット ー 技術」，「情報 リティ技術」，データ活用人材は

「 （業 ）分析力，企画力」，「データ分析（ 計）」などの割合が高い を めてい

る。 

 

IoT に重要 と考える 力 

最後に，IoT に重要 と考えている 力をみると， ット ー 技術者は「情報

リティ技術」，データ活用人材は「データ分析力」と「 （ ）分析・企画力」が重

要であると ている。 

 

また，情報処理 機 IT 人材育成本 （2018）は，求められている人材の を価

値創造 と課題解 の 2 つに分 し，IT 企業と ー ー企業のそれぞれにおいて求めら

れる 的な 性を 理している（図表 9 を参照）。 

 

図表 2-9 者 に求められている の 性による い 

 

出 情報処理 機 （2018），p.7 より。 
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状，図表 9 に示される価値創造 の技術者の育成に議論が多くなされている。しかし，図

表 12 に示されるように， 来 の課題解 の技術者の育成も不可欠である2。 

 

3) 専門学校情報教育協会 

に 専門学校情報教育協会（2019）の にもと き，企業が IoT やビッグデー

タに関連する人材に対して求めている知識や技術などを 理する。 専門学校情報教育

協会（2019）では，「IT 技術者に求められるス ルについて， と 5 年後 でどれ

ど重要であるのか」について ン ート を している。 

その の，データの利活用に関 る重要性の をみると，① ンサーや GPS などの

機 からのデータの取得・活用，②SNS などの人が発生さ るデータの取得・活用，③①と

②の 2 つのデータの分析・活用， AI（機 学習など）の利活用において，5 年 に「かな

り重要」あるいは「 に重要」と回答した企業の が 以 であることが示されて

いる（図表 10 を参照）。とり け，「利活用」に対する重要性の の割合が高い。 

 

図表 2-10 データの利活用に関 る重要性の  

 
出 専門学校情報教育協会（2019），p.18 より。 

 

また， 専門学校情報教育協会（2019）では， ン ート からビッグデータや AI

に関連する技術のう ， にデータ ース関連， ラ コン ーティング関連， ット

ー 関連の技術の 3 分野に関する技術やス ル，知識が求められていることを指摘して

いる。 

 

以 のように，IoT やビッグデータに関連する技術者に関しては，業 として関 る分野・

によって求められる知識やス ルは異なるため，画 的な人材ではなく多様な人材が

求められており，その でも， に「利活用」に関 る人材が重要になっているといえる。

さらに，新たな価値を生み出す人材（価値創造 の人材）の育成は重要であるが，そのよう

 
2 価値創造 とは，「価値創造を目的とした IT 活用 要 が不確 ，ス ー 感を重 ， に

イル で開発」し，課題解 とは の 業や ステムの「 化やコスト を目

的とした 活用 要 定 が 確，確 性を重 ， に ォーターフォール で開発」するも

のに関連する技術者である。

 39 

な人材の育成 になるのではなく，課題解 の人材の育成も重要であることは れ

てはならない。 

 

IoT やビッグデータに関連する人材が不 している状況において，専門学校はこれらの人

材を育成するうえで十分な役割を うことができるのであ うか。この について， 専

門学校情報教育協会（2017）では，「データサイエンティストのような高 な 力の

の育成を目指すことも の専門学校の状況では 理がある。専門学校が目指す き人材

は，やはりこれまでの ICT の基 的知識やス ルの習得という方 性を しつつ，

でデータサイエンティストとともに らの指示を理解しつつチームの として分析

ステムの開発や 理・ 用の からデータ分析 業に する人材，つまりエン リン

グ分野を 心にス ルを習得した ビッグデータエン が な と思 れる」

（p.78）と ている。 

技術 会（2016）においても，求められる人材 に関 るす ての知識や技 を個

人が につけることは 難であり，チームの ン ーの として関 ることが指摘され

ている。 来から，専門学校では技術者の育成を ってきた。したがって，専門学校におい

てもチームの として できる人材，すな エン としてチームに できる

人材を育成することが専門学校における大きな役割であると考えられる。 

このような ，IoT やビッグデータなど の関心の高まりもあり，専門学校においても，

IoT やビッグデータなどのデータサイエンスや AI に関連する学科やコースを開 する学校

もみられるようになった。たとえば，学校 人 学 情報科学専門学校 AI 科データ

サイエンスコース3（以下，「 学 」と 記する）や，日本 専門学校の AI ステム

科4である。 学 では，1 年 に IT の基 であるプログラ ング，2 年 に機 学習や

ラ AI，3 年 にはコースに分かれディープラー ングやデータ分析，4 年 に 業

で 用される AI ステムの 成などを学習することが 定されている。 

学 では， 学 けではなく や企業と連 した AI・データサイエンス関連の企

業と開発した 業も開 される予定である。図表 10 と図表 11 は， 学 で開 される

データサイエンスコースと AI ステムコース 割の である。 

 

 

 

 

 
3 学校 人 学 情報科学専門学校 AI 科は，2020 年に新 される 4 年 の学会であ

る。この学科では，文 科学大 指定の「高 専門 」の を予定している。 
4 日本 専門学校は，2017 年 に AI ステム科を している。 

1-1_産学連携教育ガイドラインⅠ.indd   38 2020/02/04   11:27



天 A4 210x297 1-1_産学連携教育ガイドラインⅠ

 38 

 

状，図表 9 に示される価値創造 の技術者の育成に議論が多くなされている。しかし，図

表 12 に示されるように， 来 の課題解 の技術者の育成も不可欠である2。 

 

3) 専門学校情報教育協会 

に 専門学校情報教育協会（2019）の にもと き，企業が IoT やビッグデー

タに関連する人材に対して求めている知識や技術などを 理する。 専門学校情報教育

協会（2019）では，「IT 技術者に求められるス ルについて， と 5 年後 でどれ

ど重要であるのか」について ン ート を している。 

その の，データの利活用に関 る重要性の をみると，① ンサーや GPS などの

機 からのデータの取得・活用，②SNS などの人が発生さ るデータの取得・活用，③①と

②の 2 つのデータの分析・活用， AI（機 学習など）の利活用において，5 年 に「かな

り重要」あるいは「 に重要」と回答した企業の が 以 であることが示されて

いる（図表 10 を参照）。とり け，「利活用」に対する重要性の の割合が高い。 

 

図表 2-10 データの利活用に関 る重要性の  

 
出 専門学校情報教育協会（2019），p.18 より。 

 

また， 専門学校情報教育協会（2019）では， ン ート からビッグデータや AI

に関連する技術のう ， にデータ ース関連， ラ コン ーティング関連， ット

ー 関連の技術の 3 分野に関する技術やス ル，知識が求められていることを指摘して

いる。 

 

以 のように，IoT やビッグデータに関連する技術者に関しては，業 として関 る分野・

によって求められる知識やス ルは異なるため，画 的な人材ではなく多様な人材が

求められており，その でも， に「利活用」に関 る人材が重要になっているといえる。

さらに，新たな価値を生み出す人材（価値創造 の人材）の育成は重要であるが，そのよう

 
2 価値創造 とは，「価値創造を目的とした IT 活用 要 が不確 ，ス ー 感を重 ， に

イル で開発」し，課題解 とは の 業や ステムの「 化やコスト を目

的とした 活用 要 定 が 確，確 性を重 ， に ォーターフォール で開発」するも

のに関連する技術者である。

 39 

な人材の育成 になるのではなく，課題解 の人材の育成も重要であることは れ

てはならない。 

 

IoT やビッグデータに関連する人材が不 している状況において，専門学校はこれらの人

材を育成するうえで十分な役割を うことができるのであ うか。この について， 専

門学校情報教育協会（2017）では，「データサイエンティストのような高 な 力の

の育成を目指すことも の専門学校の状況では 理がある。専門学校が目指す き人材

は，やはりこれまでの ICT の基 的知識やス ルの習得という方 性を しつつ，

でデータサイエンティストとともに らの指示を理解しつつチームの として分析

ステムの開発や 理・ 用の からデータ分析 業に する人材，つまりエン リン

グ分野を 心にス ルを習得した ビッグデータエン が な と思 れる」

（p.78）と ている。 

技術 会（2016）においても，求められる人材 に関 るす ての知識や技 を個

人が につけることは 難であり，チームの ン ーの として関 ることが指摘され

ている。 来から，専門学校では技術者の育成を ってきた。したがって，専門学校におい

てもチームの として できる人材，すな エン としてチームに できる

人材を育成することが専門学校における大きな役割であると考えられる。 

このような ，IoT やビッグデータなど の関心の高まりもあり，専門学校においても，

IoT やビッグデータなどのデータサイエンスや AI に関連する学科やコースを開 する学校

もみられるようになった。たとえば，学校 人 学 情報科学専門学校 AI 科データ

サイエンスコース3（以下，「 学 」と 記する）や，日本 専門学校の AI ステム

科4である。 学 では，1 年 に IT の基 であるプログラ ング，2 年 に機 学習や

ラ AI，3 年 にはコースに分かれディープラー ングやデータ分析，4 年 に 業

で 用される AI ステムの 成などを学習することが 定されている。 

学 では， 学 けではなく や企業と連 した AI・データサイエンス関連の企

業と開発した 業も開 される予定である。図表 10 と図表 11 は， 学 で開 される

データサイエンスコースと AI ステムコース 割の である。 

 

 

 

 

 
3 学校 人 学 情報科学専門学校 AI 科は，2020 年に新 される 4 年 の学会であ

る。この学科では，文 科学大 指定の「高 専門 」の を予定している。 
4 日本 専門学校は，2017 年 に AI ステム科を している。 

1-1_産学連携教育ガイドラインⅠ.indd   39 2020/02/04   11:27



1-1_産学連携教育ガイドラインⅠ 天 A4 210x297

 40 

 

図表 2-11 データサイエンスコースの 割  

 
出 情報科学専門学校 HP より（http://isc.iwasaki.ac.jp/courses_t/data_science.html） 

 

図表 2-12 AI ステムコースの 割  

 
出 情報科学専門学校 HP より（http://isc.iwasaki.ac.jp/courses_t/ai_system.html） 

 

しかし， 専門学校情報教育協会（2016）では，ビッグデータエン を育成するう

えでの課題として，①ビッグデータ分析基 の ，②専門学校 での対 の限 ，③

的 リ ラムの ， 新しい教育方 の や 学連 の 要性，の 4 つが課題と指

摘されているように しも容 ではない5。 

 
5 ①のビッグデータ分析基 の とは，ビッグデータを分析するためにはデータの確 が不可

欠であるにもかか ら ，データの確 が れていない 状があることである。②の専門学校

での対 の限 とは，生 が にある専門学校において，ビッグデータを うため
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IoT やビッグデータに関連する人材の育成に関しては，高 な分析 を うデータサイエ

ンティストに 目が まっている。データサイエンティスト協会は，データサイエンティス

トに求められるス ルとして，①ビ ス（problem solving）力，②データサイエンス（data 

science）力，③データエン リング（data engineering）力の 3 つのス ルを提示してい

る。しかし，これら 3 つのス ルをす て につけることは しも容 ではない。 様の

ことは，技術 会（2016）においても指摘されている。 

学 のように 4 年 の教育課 は であり，多くの専門学校における教育課 は 2

年から 3 年であり， 期 で 記のス ルを習得することは容 ではない。 専門学校情

報教育協会（2016）において指摘されているように， 来から情報 の専門学校において育

成してきたのは「IT 技術者」であり，これまでに してきた IT 技術者教育に関する

を発展さ る で，IoT やビッグデータの技術者として できる人材，すな ，エ

ン （技術者）として できる人材の育成についても検討していく 要があると考え

られる。 

 

本 では，専門学校における 学連 教育のあり方について検討する。IoT やビッグデー

タに関連する人材の育成において，教材や リ ラムの開発， 要機 や の確 な

ど，様々な で 定の専門学校のみで対 していくことは， しも容 ではないと考えら

れる。そのため， の専門学校や企業や など，様々な との連 ，すな ， 学

連 教育が 要になると考えられる。そこで本 では，技術者の育成に けた 学連 教育

の を し，IoT やビッグデータに関連する人材育成に けた 学連 教育における

イントとなる を検討する。 

 

2018 年 4 ， 社 人ビッグデータ ー ティング教育 協会が された。ビ

ッグデータ ー ティング教育 協会は，「データを活用して ー ティングを う

者 データ ー ター の育成」を目的に された である。図表はビッグデータ ー

ティング教育 協会の 業イ ー である。図表 13 に示されているように，ビッグデ

ータ ー ティング教育 協会の取り みは， 企業やデータ 企業，業 など

業 と，専門学校を 心とした教育機関の連 ，すな 学連 教育を通 た教育を

 
の大 な 資が容 ではないことである。③の 的 リ ラムの とは，2017 年の

では しも 的な リ ラムが されていないことである。 の新しい教育方 の

や 学連 の 要性とは， 来 れてきた 学 心の教育ではなく，PBL や 学連 な

ど新たな の ー に対 した教育のあり方を する 要があることである（ 専門学

校情報教育協会，2016）。 
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図表 2-11 データサイエンスコースの 割  

 
出 情報科学専門学校 HP より（http://isc.iwasaki.ac.jp/courses_t/data_science.html） 
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出 情報科学専門学校 HP より（http://isc.iwasaki.ac.jp/courses_t/ai_system.html） 
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していくことが 定されている6。 

 

図表 2-13 ビッグデータ ー ティング教育 協会の 業イ ー  

 
出 ビッグデータ ー ティング教育 協会 HP より（https://jp-dream.or.jp/）。 

 

ビッグデータ ー ティング教育 協会の は，大学や大学院を 心としたデータ

サイエンティストの育成ではなく， に したデータ ー ターを専門学校 と連

し，より 的な教育を通 て育成していくことを目指している にある。ビッグデータ

ー ティング教育 協会の目指しているデータ ー ターの 的な人材 としては，

① ー ティングス ル，②ビッグデータ分析ス ル，③コ ス ル7，の 3 つのス ルを

につけた人材をあげている。 

ビッグデータ ー ティング教育 協会による取り みは，2018 年に開 されたもの

であり， で成 については らかにされていない。しかしながら，多くの教育機関と

企業がデータ ー ターの育成に けた活 に関 っている。すな ， 学連 教育の重

要性・ 要性が多くの に認識されていると考えられる。 

 
8 

み 情報 （2012）によれば，日本 専門学校は スコ ステム が提供している，

 
6 ビッグデータ教育 協会の会 として，専門学校などの教育機関 50 校以 と 10 以 の

企業が会 となっている（2018 年 10 1 日 ）。 
7 ビッグデータ教育 協会の 定している 3 つのス ルの内容は のとおりである。①の

ー ティングス ルとしては，企業・業 が かる，課題の を れる，プロ ー ンプ

ランが れる。②のビッグデータ分析ス ルとしては，基本的な 計が かる，データの読み

方が かる，データ分析 ールが える。③のコ ス ルとは，資料が れる，プ ンがで

きる， を 理できる（ビッグデータ教育 協会 HP） 
8 日本 専門学校の については，み 情報 （2012）， スコ ステム HP
（https://www.cisco.com/c/m/ja_jp/netacad.html）にもと いている。なお，み 情報

（2012）は，情報処理 機 からの を けて したものである。 
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スコ ット ー ング デ ー9を 1999 年の 4 に したことをきっかけに，「企業

の 的な知見の活用が教育の 性を高める で に であることが く認識され

ている」（み 情報 ，2012，p.157）。そして，日本 専門学校では，日本 リサイ

ン， ンテッ ，OKI ット ー ス，NTT ンステ ロ ーなどと連 し，技

術者の育成に けた教育を している。 

日本 専門学校では， スコ ット ー ング デ ーや日本 リサインとの連

教育は，企業と専門学校が協働で らかのプロ トを する のものではない。

企業とも，企業が教 に対してト ー ングを提供し，ト ー ングを けた教 が学生に

対して教育する の 学連 である。なお， スコ ット ー ング デ ーは，提供

されるコースやプログラム が されており，日本 リサインのプログラムも技術

の に合 て，教材やコンテン が されている。 

この取り みの イントとして，学校 における 学連 教育の 性の認識，企業 に

おける社会的 感10があげられている。 

 
11 

み 情報 （2012）によれば， 学 情報ビ ス専門学校における 学連 教育

は，「企業 の な ランティ の で している」（み 情報 ，2012，p.160）

取り み である12。この取り みである「Jo:Bi-Pro」は，2006 年 4 から されてい

る。「Jo:Bi-Pro」は， ステム開発 の 業で 8 コ 業が れている。そのう ，

2 コ に企業 が来校し や ビ ーなどの指 ， 学 情報ビ ス専門学校の教

が りの 6 コ で学生のサ ートを い，開発に取り 業である。 

この取り みの イントとして，学校 が①人材育成に 的な企業との連 関 を

していること，②企業 に が ない が創出しいること，の 2 が げられてい

る。 方，企業 は，① 期的な から の人材 得 を いていること，②

者が，学生に対する教育に 意を していること，の 2 があげられている。 

 

本 では，IT の専門学校に関連する 学連 教育の を した。IoT やビッグデー

タに関しては，ビッグデータ教育 協会が され，多 の専門学校なら に企業が参画

しており， 学連 教育の重要性・ 要性が認識され， 的な取り みが についた

 
9 スコ ット ー ング デ ーは， スコ ステム が 1997 年に開 したプログラム

で，CSR 活 の で提供し IT 技術者の育成をするものである。 
10 み 情報 （2012）では，企業 の社会的 感が，「理論 重 の教育プログラムを

生み出す にあった」（p.159）と ている。 
11 学 情報ビ ス専門学校の については，み 情報 （2012）にもと いてい

る。なお，み 情報 （2012）は，情報処理 機 からの を けて したもので

ある。 
12 この取り みは， 学 情報ビ ス専門学校の 3 年 コースの情報 ステム学科を対

に れているものである。 
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していくことが 定されている6。 
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であると考えられる。 

また，IT の専門学校では，IoT やビッグデータに関 ら 様々な方 で 学連 教育が

れている。しかし， 学連 教育と っても，日本 専門学校のように企業と学校

（教 ）が連 する もあれば， 学 情報ビ ス専門学校のように企業と学生が連

し，学校（教 ）が や を えるという連 の もある。 

学連 教育については，多様なあり方があり 最 のものはないと考えられる。した

がって，様々な があることを理解したうえで，状況に て利用することが重要であ

り，そのための の などは不可欠であると考えられる。 

 

本章では，IoT やビッグデータに関連する人材の状況と専門学校における IoT やビッグデ

ータに関する人材育成の状況や課題を した。 のように， 今，日本の 業 におい

て人材不 の状況にあり，情報サービス 業においても 様である。このような ，多くの

企業が IoT やビッグデータ，AI の重要性を認識しているが，IoT やビッグデータ に関し

て，十分な の人材を育成できているとは言い難い。 

専門学校における IoT やビッグデータに関連する技術者の状況をみると， 専門学校

情報教育協会（2016）において指摘されているように個々の専門学校で対 するのは容 で

はない。このような ，ビッグデータ ー ティング教育 協会のように，多くの専門学

校と企業が関 るような きがでてきており，専門学校の教育におけるプラットフォーム

の 成が みられている。IoT やビッグデータに関連する人材に対する ー は高いうえに，

多様な人材が 定されており，個々の専門学校においてす て人材 ー に対 すること

は容 ではない。また， と りに IoT やビッグデータに関連する人材といっても と

方では人材 ー は異なると考えられる。 における技術者に対する人材 ー は，

の専門学校が 知している。したがって，画 的な教育プログラムを提供するのでは

なく，多くの専門学校が利用可 な多様な教材や ステムなどを しておくことは，社会

から求められる人材を育成するうえで 用であるとともに，個々の専門学校における

の にも がると思 れる。 

また，個々の専門学校は 年，技術者の教育・育成を ってきた で，企業と連 した教

育が多様な で されてきている。個々の専門学校は， 々が らかの みを してい

ると考えられる。したがって，個々の専門学校の する みを活かすことで，IoT やビッグ

データに関する多様な人材 ー す てに対 するのではなく 分的に育成していくこと

が可 であると考えられる。 

すな ，多くの専門学校が利用可 な教材や ステムというより 的な みとと

もに，個々の専門学校の する みを活かした教育を通 た技術者育成が 要であると考

えられる。 
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そのために，これまで以 に企業や大学 の教育機関との連 は不可欠であると思 れ

る。 的には，企業と連 した教材開発や企業の技術者による学生あるいは教 に対する

教育などである。情報処理 機 （2011）によれば， 学連 教育 の課題として「企

業 に リットが なく，企業からの協力が得にくい」という回答が 42.3%を めている。

2011 年の の回答であり の状況とは しも しない 分もあると思 れる

が， 期的な で見れば企業 にコスト において が生 るなど，十分な リットが

あるとは言い難いと思 れる。しかし，企業と連 した教育を していくことにより，よ

り い知識や技術を理解した学生が 出され， 期的には技術者の の いては業

の の に がると考えられる。しかし， 定の企業が 的に 学連 教育に

取り ことはフリーライ ー 題が生 る可 性がある。したがって， 業 としても

学連 に取り ような みや を検討する 要があると思 れる。 

IoT やビッグデータの人材育成については，多様な人材 が提示されており技術者の育成

については十分な議論がされているとは言い難い。技術者の育成について，教育機関，企業，

など，関 する が，今後より となって検討， ， していく 要がある

と思 れる。 
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本章では、専門学校が人工知能（AI: artificial intelligence）にかかわる人材育成を行うため

には、どのような教育体制を構築することが求められるのかについて検討する。AI は技術

発展の速度が早く、その産業応用も加速している。技術発展にともない、AI を活用できる

人材は幅広く求められるようになりつつある。本章では、企業がどのような AI 人材を求め

ており、その人材ニーズに対して専門学校が輩出可能な AI 人材とは何かを明らかにする。 

本章は次のように構成される。続く 2 節では、情報産業人材ニーズ調査に基づいて、企業

が求める AI 人材像を明らかにする。3 節では、AI 人材には多様性があることを AI の活用

プロセスから明らかにして、専門学校が担うべき AI 人材像を明らかにする。4 節では、現

在専門学校が行っている AI 人材教育を整理して課題を提示する。5 節では、ここまでの議

論を整理した上で、AI 人材に向けた専門学校による効果的な教育体制を構築するための論

点を提示する。 

 
1 

 

専門学校が養成する AI 人材像を明らかにするために、本節では、情報産業人材ニーズ調

査の結果を概観する。情報産業人材ニーズ調査は、概ね 5 年程度先に最も多くの需要が見込

まれる人材像を企業アンケートによって明らかにしようとするものである。情報産業人材

ニーズ調査は、2018 年 10 月 18 日から同年 11 月 9 日までの期間で実施された。アンケート

票は情報産業にかかわる 685 社に送付し、49 社から回答を得た。回答率は 7.1%である。 

図表 3-1 は、アンケートの回答結果に基づいて現在から 5 年後に向けて重要性が増加した

程度および「非常に重要である」の増加程度を示したものである。重要性の増加とは、「全

く重要ではない」および「あまり重要ではない」が、「かなり重要である」「非常に重要であ

る」に移行した程度を示している。重要性の増加率は、全ての質問項目で正の値となってお

り、現在から 5 年後にかけて重要性は増加すると認識していることがわかる。そのなかで

も、「市場機会の評価と選定」および「データマイニング手法」が 30%を超える増加率とな

っている。 

 

 

 

 

 

 
 

1 本節は、全国専門学校情報教育協会（2019）第 2 章をもとに再構成したものである。 
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図表 3-1 重要性の増加率  
重要性の

増加程度 

非常に重要の

増加程度 

市場機会の評価と選定 33.98% 24.50% 

要求 手法 24.90% 22.29% 

非機能要 手法 27.00% 14.86% 

アー 手法 19.80% 17.30% 

ト ア ン ニア ング手法 15.14% 17.53% 

業 ケー 活用手法 14.80% 9.98% 

データマイニング手法（データ 手法） 34.20% 14.75% 

データマイニング手法（マイニング デ 手法） 36.53% 14.75% 

データマイニング手法（ ストマイニング手法） 31.65% 14.75% 

ー スの 移行 15.03% 9.87% 

ー スマ ントのプロセス 26.89% 12.31% 

ー スの 用 24.56% 12.42% 

出 : 全国専門学校情報教育協会（2019）28  

 

全体的な 向として、人工知能 技術の重要性は全て増加している。これに して

たな の対応について行ったアンケート結果を 認する。その問いは、「IoT グ

データ、AI などの技術の 展などによって、社会 産業、企業のあり 人の き が

きく しています。 のような IT 技術の 展に対して、 社では現在、どのように

えていますか。また、5 年先、 の え はどのように わると いますか。」というもの

である。結果の を図示したものが に されている図表 2-10 である。全ての質問項

目において 上の増加が示されている。「機 （セン ー、GPS など）からの デー

タ 得活用」とは、IoT デ イスから得られる情報が である。第 5 移 ス

が し めることから IoT デ イスの重要性は増加すると えられる。したがって、「機

（セン ー、GPS など）からの データ 得活用」が非常に重要であると認識してい

る企業が増加している。「人が発 さ る（SNS など）の 得活用」は、 に 活用が

でいる である。非常に重要であるの増加率が 対的に いのは、SNS などの情報を活

用するのが ー 企業であるということ、および現在 に活用が でいることが えら

れる。「上 つのデータ 活用（ グデータ活用）」は、 年の グデータ 活用の

向を しており、 後もその重要性は増し続けていく うと認識していることがわ

かる。さらに「AI（機 学 など）の 活用」は、5 年後に非常に重要である認識している

企業が多く、増加率も 39.13%となっている。 

上のように、 の調査から 的に AI を 活用しようとしている企業の 向を 認
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できた。 的な AI の 活用に対する期 が きい で、 しなけれ ならないこと

は現 の AI の活用 である。 にて示された図表 2-1 は、 UFJ ー & ン

ングが行った IoT、 グデータ、AI の活用 を調査したものである。図表 2-1 に基

づくと、「AI を活用する 定がある」のは 14.9%、「 的に活用したい」のは 59.4%

であるが、「 に活用している」のは 4.3%である。つまり、 後 AI を活用したいという

は くとも、現 で AI を活用している企業は であることがわかる。 

図表 3-2 は、「IoT、 グデータ、AI の 展 を見 えての対応（対 ）」について

調査結果を示しものである。情報 業は、IoT、 グデータ、AI を「 業の と

して検討している」（58.2%）、「 課題の 1 つとして検討している」（36.7%）ことがわか

る。加えて、 の業 は「ま 体的な検討は行っていない」という回答が最多である。 

 

図表 3-2 IoT、 グデータ、AI の 展 を見 えての対応（対 ） 

 
出 : UFJ ー & ン ング（2017a）42 , 図表 39 
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UFJ ー & ン ング（2017a）の調査結果を にすると、図表 3-1 で

提示された全ての質問項目において重要性が増加していることを次のように できる。

すなわ 、現在は AI 業を行っていないが、5 年後に向けて AI の 業を

上 ようと検討している。それ えに、AI のどのような に 出すべきか検討する

ために「市場機会の評価と選定」が最重要 されている。そのうえで、AI 技術の を

図るために、データマイニング手法の重要性を認識しているということである。 

 
2 

 

企業の求めるAI人材は技術 から ス までを めた広 なものを 定してい

た。このような人材ニーズに対して、これまで育成対 としていたのは、 学 あるいは

学 であった。育成の 向性としては、AI にかかわる最先 の知識 体 的な知識を

得した 度な AI 人材である。 
本章で検討すべき AI 人材は、専門学校が育成可能な AI 人材である。専門学校が目 す

べき AI 人材の 向性は、2022 年あたりに最も多くの需要が見込まれる AI 人材であり、概

ね 2020 年までに実用 されている AI を の ー ス に わ ることができ

る人材である。 
専門学校で育成可能な AI 人材について検討するために、ま AI 人材が担う業 と業

行能 について 認しよう。日本再 のもとで された「人工知能 会議」が

定した「産業 ロー マ プ」では、AI 人材が える能 として 3 つ提示している（人工

知能 会議, 2017）。 AI 技術の問題 （AI に する様 な知識、価値ある問題を見つ

け、定 し、 の を示す能 ）、 AI 技術の 現 （ ン ータ イ ンスの知

識、プログ ング技術）、 AI 技術の活用（ 体的な社会課題に 用する能 ）、である。

これら 3 つの能 を する人材を 学 学 で育成することが 定されている。「ト プ

の AI 人材を、産学 の な のもと、 として育成することが 」（人工

知能 会議, 2017, 10 ）と されているように、3 つの能 を ね える AI 人材はか

なり の い要求となっていることがわかる。 かに、3 つの能 を ね えた AI 人

材であれ 、重要性の い業 を 行可能であると えられる。た し、そのような人材育

成を専門学校に ねるのは明らかに である。 

専門学校が育成可能な AI 人材を検討するにあたって「人工知能 会議」が提 する 3

つの能 を に 認する。 AI 技術の問題 には、(1)AI 技術の先 的知識（知能情報

学、知 情報学、知能ロ ス）、(2)AI 技術の基 的知識 知識（ 論、 、知

識表現、 ントロ ー、認知 学、 学、 性 理）、(3) 用的能 （価値ある問題を

見付ける能 、見付けた問題を定 し、問題 の を示す能 ）が まれている。

 
2 本節は、全国専門学校情報教育協会（2018）第 3 章および全国専門学校情報教育協会

（2019）第 2 章をもとに加 正したものである。 
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AI 技術の 現 には、(1) ン ータ イ ンスの知識（ア ズ とデータ構 、デ

ータ ース、アー 、 ト ー 、IoT）、(2)プログ ング技術が まれている。

AI 技術の活用には、 イン知識 ター ト の知識（ものづくり、 、

、イン 、 業など）が まれている。ここで情報 の専門学校の教

育対 となるのは、AI 技術の 現 および活用である。 

AI 技術の 現 および活用を理 するためには、データをどのように 活用するのかと

いうプロセスを することが求められる。図表 3-3 は、データを ー ス するまでの

れを示したものである。AI 業を展 するためには、いわ る AI による 学

けではなく、 学 に 要な 後の工程が求められる。 （2018）は、データ 活

用の 調査から、AI を実 するまでの 業構 を 示している。それが図表 3-4 である。

図表 3-4 では、データを ー ス するまでの れに 要な業 を が担うのか 示するこ

とによって、企業によって AI 人材に求められる能 には があることを示している。 

 

図表 3-3 データ 活用の とプロセス 

 
出 : UFJ ー & ン ング（2017b）9  

 

情報 （2019）は、AI を 活用する AI 人材を、IPA が 表しているス

ITSS+に基づいて AI （AI イ ン スト）、AI 発 （AI ン ニア）、AI 業

企 （AI プ ン ー）、AI 用 （AI ー ー）と している。図表 3-5 で示されてい

るように、 AI 人材はデータの 活用プロセスにおいて 業を行うことが 定される。こ

の AI 人材 は ス ート と の が けられている。ここまでに

べてきたように、 常 定される AI 人材は 学および 学 が輩出する ス ート
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が のう に 定されていた。 

 

図表 3-4 データ 活用における 業構 の  

 
出 : （2018）73 , 図表 3-1 

 

図表 3-5 AI 人材の  

 概要 

AI  

（AI イ ン スト） 

ス ート AI を実現する 理 デ （ 、「AI

デ 」という）についての を行う人材。AI に する で

学 （ ）を するなど、学術的な 養を えた上で

に する。 

AI 発  

（AI ン ニア） 

ス ート AI デ その となる技術的な概

を理 した上で、その デ を ト ア ス として実

できる人材（ 得 を 、学術論 を理 できる

の人材を 定） 

の AI イ を活用して、AI 機能を

した ト ア ス を 発できる人材。 

AI 業企  

（AI プ ン ー） 

ス ート AI デ その となる技術的な概

を理 した上で、AI を活用した ー スを企 し、市場に

り出すことができる人材（ 得 を 、学術論 を

理 できる の人材を 定） 

AI の 課題 を理 した上で、AI を活用し

た ー スを企 し、市場に り出すことができる人材。 

AI 用  

（AI ー ー） 

AI を用いた ト ア ス 、アプ ケー ン を

に 活用できる人材 

出 : 情報 （2019）51 , 表 4-1 の を  
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専門学校における AI 人材育成の 向性は、 AI を活用するための の業 プロセスを

行可能となる基 的な能 を養成すること、 先 的な AI 技術に れられる

会の実施、 の業 プロセスがどのような 業構 にあるのかを実体 として理

するための産学 体制の構築である。 

AI を活用するための の業 プロセスを 行可能となる基 的な能 とは、 グデ

ータ ン ニアに求められる能 と 的に重 している。 グデータ ン ニアに求

められる能 は、「 グデータの 加工 理といった実 技術」である（全国専門

学校情報教育協会, 2017）。これに加えて AI 人材としては、AI 技術の活用能 が要求される

う。た し、人工知能 会議（2017）で 認したように、 的に 定されている AI

人材とは めて 度な専門知識を した人 像である。専門学校ではこうした人材像を

求することはできない。専門学校で教育すべき AI の専門知識としては、基 的な知識 ス

を教育した上で、それらの知識 ス が実 の場でどのように活かされていくのか

という AI 技術の活用にかかわる 的な知識であると えられる。それ えに、

会といった で 機応 な対応が可能となる が ましい。た し、これは AI

技術のさらなる 用 によって 的な AI 技術 ケー が 場するまでの対応である。

AI 技術 ケー が するようになれ 、その ケー を活用することができるよう

な 体 に することが 要となる。 

最後に、AI 技術を活用するための の業 プロセスを実 のデータを基に学 するた

めには産学 体制が求められる。これは、AI を活用するための の業 プロセスを

行可能となる基 的な能 を養成するために 要である。それ れが担う 後の工程がど

のようになっているのか、 ー としてどのように活 することが求められるか、 社の業

と 社の業 の 業がどのように行われているのかを知ることが としては か

ない。 

年発展の しい AI 技術 は、その人材の 要性も 増している。しかしながら、AI

人材であれ にその しい を が担えるというわけではない。 めて 度な能

が求められるが えに人材が して需要が まっているのである。専門学校としては、

度な AI 人材を える「AI 技術がわかる グデータ ン ニア」を養成することが実現

可能な 向性であると えられる。 

 

 

本節では、 に AI 人材の育成を行っている専門学校の教育実 を概観する。 り上

る は、 デ イン ロ ーセンター専門学校、 専門学校、日本 専門

学校である。本 は、 校の イトを ースに されている。 
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が のう に 定されていた。 

 

図表 3-4 データ 活用における 業構 の  

 
出 : （2018）73 , 図表 3-1 

 

図表 3-5 AI 人材の  

 概要 

AI  

（AI イ ン スト） 

ス ート AI を実現する 理 デ （ 、「AI

デ 」という）についての を行う人材。AI に する で

学 （ ）を するなど、学術的な 養を えた上で

に する。 

AI 発  

（AI ン ニア） 

ス ート AI デ その となる技術的な概

を理 した上で、その デ を ト ア ス として実

できる人材（ 得 を 、学術論 を理 できる

の人材を 定） 

の AI イ を活用して、AI 機能を

した ト ア ス を 発できる人材。 

AI 業企  

（AI プ ン ー） 

ス ート AI デ その となる技術的な概

を理 した上で、AI を活用した ー スを企 し、市場に

り出すことができる人材（ 得 を 、学術論 を

理 できる の人材を 定） 

AI の 課題 を理 した上で、AI を活用し

た ー スを企 し、市場に り出すことができる人材。 

AI 用  

（AI ー ー） 

AI を用いた ト ア ス 、アプ ケー ン を

に 活用できる人材 

出 : 情報 （2019）51 , 表 4-1 の を  

53 
 

専門学校における AI 人材育成の 向性は、 AI を活用するための の業 プロセスを

行可能となる基 的な能 を養成すること、 先 的な AI 技術に れられる

会の実施、 の業 プロセスがどのような 業構 にあるのかを実体 として理

するための産学 体制の構築である。 

AI を活用するための の業 プロセスを 行可能となる基 的な能 とは、 グデ

ータ ン ニアに求められる能 と 的に重 している。 グデータ ン ニアに求

められる能 は、「 グデータの 加工 理といった実 技術」である（全国専門

学校情報教育協会, 2017）。これに加えて AI 人材としては、AI 技術の活用能 が要求される

う。た し、人工知能 会議（2017）で 認したように、 的に 定されている AI

人材とは めて 度な専門知識を した人 像である。専門学校ではこうした人材像を

求することはできない。専門学校で教育すべき AI の専門知識としては、基 的な知識 ス

を教育した上で、それらの知識 ス が実 の場でどのように活かされていくのか

という AI 技術の活用にかかわる 的な知識であると えられる。それ えに、

会といった で 機応 な対応が可能となる が ましい。た し、これは AI

技術のさらなる 用 によって 的な AI 技術 ケー が 場するまでの対応である。

AI 技術 ケー が するようになれ 、その ケー を活用することができるよう

な 体 に することが 要となる。 

最後に、AI 技術を活用するための の業 プロセスを実 のデータを基に学 するた

めには産学 体制が求められる。これは、AI を活用するための の業 プロセスを

行可能となる基 的な能 を養成するために 要である。それ れが担う 後の工程がど

のようになっているのか、 ー としてどのように活 することが求められるか、 社の業

と 社の業 の 業がどのように行われているのかを知ることが としては か

ない。 

年発展の しい AI 技術 は、その人材の 要性も 増している。しかしながら、AI

人材であれ にその しい を が担えるというわけではない。 めて 度な能

が求められるが えに人材が して需要が まっているのである。専門学校としては、

度な AI 人材を える「AI 技術がわかる グデータ ン ニア」を養成することが実現

可能な 向性であると えられる。 

 

 

本節では、 に AI 人材の育成を行っている専門学校の教育実 を概観する。 り上

る は、 デ イン ロ ーセンター専門学校、 専門学校、日本 専門

学校である。本 は、 校の イトを ースに されている。 

 

1-1_産学連携教育ガイドラインⅠ.indd   53 2020/02/04   11:27



1-1_産学連携教育ガイドラインⅠ 天 A4 210x297

54 
 

デ イン ロ ーセンター専門学校は、 学 COM グ ープ学校法人 ニケ

ー ンアートが する専門学校であり、スー ーIT AI ROBOT WORLD スー ーAI

ーター専 3にて AI 人材の養成を行っている。本校の は、AI の活用に向けて基

的な 学から応用的なデ ープ ーニングまで 的に学 できることである。 的

な学 を するために、4 年制となっている。実 的な学 を めるための産学

教育 ス として「企業プロ ト」が けられている。「企業プロ ト」では、

企業から提示される課題をもとに、実 の と同様の 程で問題 を図るものである。

体的には、Epic Games Japan にてプロ トマ ントを する が行われてい

る。 度かつ実 的な教育体制から、 度専門 と 業実 専門課程に認定されている。 

 

図表 3-6 スー ーAI ーター専 の （ ） 

基  

 

IT ス ート、情報 ト ー セ 、基本情報、応用情報、

CompTIA A+、CCNA、ア ズ 基 、IT 学、IT 基 、 ン ー

タ基 、 会 、HTML、JavaScript、データ 、Office、 会 、

ニケー ンス ア プ、プ ン ー ン、マーケ ング、プ

ロ トマ ント、 ニケー ンス 、YouTube イ

ター ー  

専門 

 

C、C++、C 、Java、Ruby、Perl、Swift、Python、 、IoT、 グ

データ、セ 、 ト ー 、VR、AR、デ ープ ーニング、

Rasberry PI、機 学 、 、IT プロ ト、企業プロ ト 

出 : デ イン ロ ーセンター専門学校 イト4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
3 スー ーAI ーター専 イト（https://www.tech.ac.jp/course/list/super-ai/）
2019 年 12 月 18 日 。 
4 スー ーAI ーター専 の （https://www.tech.ac.jp/course/list/super-ai/）
2019 年 12 月 18 日 。 
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図表 3-7 デ イン ロ ーセンター専門学校の産学 デ  

 
出 : デ イン ロ ーセンター専門学校 イト5 

 

専門学校は、学校法人日本 ン ータ学 が する専門学校であり、AI

ロ ー ン ニア 6にて AI 人材の養成を行っている。本校の は AI として AI

ス ン ニア 、 イ ーセ 、AI ロ ー ン ニア を し

ており、AI で何をしたいのか何ができるのかによって学 が かれていることである。こ

れら AI 3 学 はい れも 3 年制であり、4 年制は 度 IT ン ニア として され

ている。それ れの学 が 業実 専門課程として認定されており、 イ 社 技

社などとの な教育 体制が整っている。 

 

図表 3-7 AI ロ ー ン ニア の （ ） 
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ROS、プログ ング技術 、AI 応用 発、AI 像 理、 デ ース

発、3 次 CAD 

出 : 専門学校 2020 , 9  

 

 

 
5 プログ ング ロからの AI ン ニア（https://www.tech.ac.jp/ai_engineer/）2019
年 12 月 18 日 。 
6 AI ロ ー ン ニア イト（https://www.jc-21.ac.jp/course/ib/es/）2019 年

12 月 18 日 。 
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図表 3-8 専門学校の産学 デ  

 
出 : IT の実 的な 業教育における学校 実 のための イ イン 成 業7 

 

日本 専門学校は、学校法人 学 が する専門学校であり、AI ス 8にて

AI 人材の養成を行っている。 学 は情報 イ ー ン専門 学を 校 定で

ある。日本 専門学校は、1987 年に人工知能 を しており、2018 年に発展的に AI

ス を している。本校の は、機 学 を とした AI プログ ング技術を

学 するために、Microsoft の Azure Machine Learning Google の Tensor Flow を し、プ

ログ ング を Python と Java に 定している9。最 の技術 向に ア プす

るために産学 同 発 を けたり、企業から提示された課題に り プロ

ト ース ーニングに り でいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 
7 業実 専門課程のス ー とデ ア 教育

（https://www.jec.ac.jp/dual/h30/img/itguideh30.pdf）2019 年 12 月 18 日 。 
8 AI ス イト（https://www.jec.ac.jp/course/ai/ca/）2019 年 12 月 18 日 。 
9 学 「AI ス 」学 明

（https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/jinzaiikusei_dai4/siryou10.pdf）
2019 年 12 月 18 日 。 

57 
 

図表 3-9 AI ス の （ ） 

専門基  ン ータ ー、 ト ア工学概論、IT スト  

ス  

基  

HTML5&CSS、Java 、Java 、 イアント イ プログ ング 、

イアント イ プログ ング 、 ー イ プログ ング、データ

ース 、データ ース 、 ト 向 、 ト

向  

AI ス

発 

人工知能概論、人工知能 論、AI ア ズ 、AI プログ ング 、AI

プログ ング 、AI ス 発、AI セ 、機 学 、機

学 、機 学 、 学 、 学 、データマイニング 

出 : AI ス 間 10 

 

ここまでに、3 校の AI 人材の教育体制を概観した。AI が 年 速に発展しているこ

と 、AI 人材という ンセプトが明 に定まっていなかったことから、それ れ 3 校の

り は まった かりである。専門学校は、 業年 が しも 定ではなく、 り上

た においても 2 年制、3 年制、4 年制となっている。 業年 の多様性は、学 の

選 という では 用である。しかし、専門学校が輩出する AI 人材としては、 業年

の なりは につけた能 の に がる。その を表すために、 度専門 業実

専門課程という認定 が用 されているのである。 

度専門 とは、 業年 が 4 年 上であり、 業 間が 3,400 間（124 ） 上、

体 的な教育課程の 成、 による成 評価を行い課程 の認定を行っている専門

学校が付 可能な である。 度専門 には、 学 の が認められている11。 

業実 専門課程とは「専 学校の専門課程であって、 業に 要な実 的かつ専門的な

能 を育成することを目的として専 における実 に する知識、技術 び技能につ

いて 的な教育を行うもの」12を す。 業実 専門課程に認定されている学 の は、

企業 が する「教育課程 成 会」を して を 成している、 企

業 と して、 実 の 業を実施している、 企業 と して、最 の実

を 得するための教 を実施している、 企業 が して学校評価を実施し

ている、 学校の 教 について HP で情報提 していることがある。 

AI 人材を養成するためには、AI によって何ができるのか、どのような問題 ができる

のか、AI を 活用するための基 となるデータが か ない。これらを 得するためにも

 
10 2020 度 （https://www.jec.ac.jp/course/ai/ca/curriculum.html）2019 年 12 月 18
日 。 
11 学 専門 度専門 の とは

（https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/senshuu/1382378.htm）2019 年 12 月 18 日 。 
12 学 「 業実 専門課程」について

（http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/senshuu/1339270.htm）2017 年 1 月 18 日 。 
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10 2020 度 （https://www.jec.ac.jp/course/ai/ca/curriculum.html）2019 年 12 月 18
日 。 
11 学 専門 度専門 の とは

（https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/senshuu/1382378.htm）2019 年 12 月 18 日 。 
12 学 「 業実 専門課程」について

（http://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/senshuu/1339270.htm）2017 年 1 月 18 日 。 
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産学 が か ない。これらの を整理したものが図表 3-10 である。 

 

図表 3-10 専門学校における教育実 の整理表 
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専門  

業実  

専門課程 
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デ イン ロ ーセンター 4 年制    

専門学校 3 年制    

日本 専門学校 2 年制    

出 : 成 

 

 

ここまでの議論を まえて、専門学校が企業に求められる AI 人材を輩出するために求め

られる効果的な教育体制について提 を行う。 体的には、 技術 に に対応する、

多様性を認めながらも 定の を行う、 に向けた対 的広報を重 すること

である。 

は めに、技術 に に対応することである。これは 3 節で 認したように、AI

は技術 のス ー が早いために、その技術 向を い続ける 要がある。た し、技

術 に対応することとそれを教育 に さ ることは同 ではない。専門学校の教

育 としては、 し 最 技術を り ってしまうと学 に対して 要求となってし

まう可能性がある。したがって、最 技術についてはその 向を 会といった

で学 に することが ましい。しかしながら、 たな AI ケー 、SaaS

（Software as a Service）が 場した場 は、 に ア プして教育 に さ

る 要がある。より実 的で実 能 に 結するからである。 

次に、多様性を認めながらも 定の を行うことである。これは、4 節で 認したよ

うに の専門学校は 業年 の から教育 にも が観られる。も 、

校の 教育目 の いから多様性は認められるべきである。しかしながら、輩出される

人材を活用する企業 の 場からは、同 ような「AI ース」を した学 の能

に が観られると 用後 人材育成 程において問題が る可能性がある。この

ような問題に対して、 IT ス ート 程度の学 を することが いので

はないかと えられる。2019 年の 定は、第 4 次産業 に対応するために、AI グ

データ、IoT などの技術 手法を り れることになっている。 体的には次のような技術

手法が たに 加される。 

 

AI（ニ ー ト ー 、デ ープ ーニング、機 学 か）、 ン

（FinTech）、 、 ローン、 ー、RPA（Robotic Process 
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Automation）、 ア ング ー、データ イ ンス、ア イ （XP(

スト ー プログ ング)、 アプログ ング か）、DevOps、 ト ト、

IoT デ イス（セン ー、ア ーター か）、5G、IoT ト ー （LPWA(Low 

Power Wide Area)、 ン ー ング か）など13 

 

を基 として えることは、 の専門学校の教育目 教育体制との整 性も

くわかり すい になると えられる。 IT ス ートという 的な学 を

まえた上に 校が の り を行うことによって多様性を することができる。

た し、学 の 度 にともなって、 の 2 年制課程の教育 では ではなくな

る可能性もある。 

最後に、 に向けた広報を行うことである。その対 の とつには、 企業がある。

2 節で 認したように、AI を 後活用しようと えている企業は多いが、実 に活用し

めている企業は ない。つまり、 の企業がどのように AI を うべきかあるいは AI

をどのように えるのかを に していない可能性がある。したがって、専門学校は

企業との 体制を構築するために、 企業はどのような AI 活用ニーズを っている

のかを理 しなけれ ならない。産学 を行うための基 としてのマーケ ングであ

る。次に、3 節で 認したように AI を活用するプロセスには、データ イ ン ストが

担うような 度な が されている。それ えに、 企業との 体制を構築したと

しても な成果を られないかもしれない。そこで、 度な AI を学 して

いる 学 学 との が 要になる。産学 によって えられた現実的問題につい

て、業 プロセスの を担うのではなく、 学 学 と してプロ トとして

行することがより効果的であり実 的な教育体制とある。産業 と 学 学 と専門学校

という での産学学 である。 産業 （2019）が しているように、AI という

技術はいま 発展 程にあり、かつ のス ー が速いために が課題となって

いる。 を うためにも産学学 は重要である。 企業にとっても、専門学校と

学と同 に ト ー を ることができるのは 用であり、 の ストを さ

ることもできる。 学にとっても、専門学校と することによってより実 的な教育を提

することができる。 

AI 人材に対する需要が まるなかで、専門学校が担うべき は 実に 在している。

その社会的要 には、専門学校が で応えることは しい。それは専門学校の問題ではな

く、AI という技術的な問題が きな要 である。専門学校が 企業 学 学 と

することによって、AI の活用プロセスを 的に学 することができる。専門学校が目

すべき実 的な 業教育の しい である。 

 

 
13 プ ス発表 第 4 次産業 に対応した IT ス ート の （i ス 4.0）
（https://www.ipa.go.jp/about/press/20180806.html）2019 年 12 月 20 日 。 
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1. 社 法人全国専門学校情報教育協会 (2017) 成 28 年度 学 「成

における 的専門人材養成 の 的 」 業 グデータに対応した IT 技

術 養成のための学び し教育プログ の整 と実 業 調査報 .  
2. 社 法人全国専門学校情報教育協会 (2018) 成 29 年度 学 「専 学

校による 産業 的人材養成 業」情報 のための機 的な産学 体制の構

築と効果的な教育体制 手法の検 業 調査報 . 
3. 社 法人全国専門学校情報教育協会 (2019) 成 30 年度 学 「専 学

校による 産業 的人材養成 業」情報 のための機 的な産学 体制の構

築と効果的な教育体制 手法の検 業 人材ニーズ調査報 . 
4. 産業 （2019） AI Quest について 産業 情報 . 
5. UFJ ー & ン ング（2017a） IoT グデータ AI が 用

に える に する 会 報  成 28 年度 後の 用

の実施に向けた現 に する調査 業. 
6. UFJ ー & ン ング（2017b） データ 活用 に向けた企業にお

ける 理 の実 調査 調査報 成 28 年度産業 業. 
7. 情報  (2019) 成 30 年度 産業 業 が国におけるデータ

社会に る基 整 （IT 人材 育成 のための調査 業）IT 人材需要に す

る調査 調査報 . 
8. 情報 理 機構 IT 人材育成本  (2016)「IT 人材 2016: 多様な 出す

」 
9. 人工知能技術 会議 (2017) 人工知能の 発目 と産業 のロー マ プ . 
10.  (2016) 情報  成 28 年度 . 
11. 理 日 人 (2018)「企業において発 す

るデータの 理と活用に する 」 RIETI Discussion Paper 18-J-028. 
12. 行 法人情報 理 機構 (2017) AI 2017: 人工知能がもたらす技術の

と社会の KADOKAWA. 

情報系基礎知識・技術は、情報技術者としてそれぞれの分野に専門性を発揮されること

になるが、情報セキュリティ担当者はそうした情報系基礎知識・技術にくわえ、社会・企

業・行政全般にわたりその業務や事業の内容まで精通することが求められる。どちらかと

いえば専門学校生が不得手とする分野の知識が要求されている。したがって情報セキュリ

ティ担当者は、 （情報技術、以下 ）、 （人工知能、以下 ）、 （インターネッ

ト・コミュニケーション・テクノロジー、以下 ）、 （インターネット・オブ・シン

グス、以下、 ）ビッグデータ等をそれぞれ専門とする技術者とは「期待される人材像」

がやや異なっている。これは、情報セキュリティ担当者は「単なる技術者の枠に当てはめ

てはいけない人材」であり、情報セキュリティに関する「本人の関心や興味を優先すべき

点」があるとセキュリティ担当者へのインタビューで指摘 されていたことである。もちろ

ん技術者も単に自己の知識・技術だけに固執しそれ以上の能力を発揮しない訳ではないが、

情報セキュリティは「これで良い」とする明確な基準がある訳ではなく、セキュリティを

維持、向上させるために求められる基準は常に変化する。悪質なハッカー（いわゆるブラ

ックハッカー）が企業や行政の機密情報を漏洩あるいは破壊するために、あらゆる手立て

を講じ攻撃してくることに対し、それに対抗できる技術には限界があるということである。

常に情報セキュリティの技術は変化し高度化あるいは複雑化、さらに混沌化しているので

ある。

今後必要とされる情報セキュリティ担当者は、情報セキュリティの「従来の枠組み」に

「新たな枠組み」を常に構築できる能力が必要なのである。「従来の枠組み」はこれまで

に整理蓄積されてきた情報系基礎知識・技術であり、「新たな枠組み」は期待される人材

像として「 」「 」「 」「 」「ビッグデータ」の知識・技術を加え、さらに「社

会・企業・行政全般の知識」を加えた人材として「情報セキュリティ人材」の育成が専門

学校に求められているのである。

図表 情報セキュリティ担当者の人材像

出所：筆者作成
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情報系基礎知識・技術は、情報技術者としてそれぞれの分野に専門性を発揮されること
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（ ）企業の人材育成の実

企業 ンケートの調査 では、情報セキュリティ担当者の人材育成として「情報セキ

ュリティ関 の を 講させている」企業が従業 以下（以下、 企業）、

、 以上 以下（以下、 企業）、 、 以上（以下、

企業） と従業 に じて、 の 機会を えているが、それでも に

しない 準である。 得に いても 企業 、 企業 、 企

業 の 準である。

「 もしていない」では、 企業 、 企業 、 企業 で

あり、企業 が さい ど「 もしていない」企業の実 が明らかになっている。

さらに情報セキュリティ専門技術者の確 は、「確 できている」 企業 、

企業 、 企業 とい れも を下 っている。「確 できていない」

企業 、 企業 、 企業 と高い を している。

企業では、情報セキュリティ担当者の人材育成がどちらかといえば な といえ

なくもない。 企業では「 もしていない」が を えていることや 企業で

も 社に 社は「 もしていない」という である。 年の情報セキュリティに関する

ハッカーの攻撃実 をみれば人材育成は の といえるが、実 としては攻撃実 に

対して人材育成が い いていないものといえる。 で、情報セキュリティ人材の育成

は に の技術 準を している、あるいは担当者 せにしているなど情報セキュリテ

ィの内容とその を 識していないという実 が される。

図表 ー ー企業の情報セキュリティに わる人材の育成の り組み 従業

出所： 立行政 人情報 理 機構 人材育成本 年 行 。

立行政 人情報 理 機構 人材育成本 年 行 。

（ ） ー ー企業の情報セキュリティ専門技術者の確

企業に ける情報セキュリティ分野の技術者の確 等に がある で、人材育成はど

の うに行われているのだろうか。

全 では、「確 できている」 、「やや確 できている」 、「どちらともい

えない」 、「やや確 できていない」 、「確 できていない」 で、「確

できている」「やや確 できている」を わせて と 社に 社しか「確 できて

いない」ことになる。「やや確 できていない」と「確 できていない」を わせると

と高い 準にの ることを えれば企業の情報セキュリティ専門技術者の確 が しい

にあるものといえる。

では、 企業では「確 できている」 、「やや確 できている」

で、「やや確 できていない」 、「確 できていない」 を わせると

と高い 準になっている。 企業では「確 できている」 、「やや確 できてい

る」 で、「やや確 できていない」 、「確 できていない」 を わせ

ると と高い 準になっている。 企業では「確 できている」 、「やや確

できている」 で、「やや確 できていない」 、「確 できていない」

を わせると と高い 準になっている。 企業 企業は な

向にあるが、 企業は「確 できている」 が 企業 企業と す

れば高い であるが、「やや確 できていない」「確 できていない」の わせた

では 企業 企業との では 準に まっている。企業の実 としては

情報セキュリティ専門技術者が「確 できていない」 が高い 準にあることが さ

れる。

図表 ー ー企業の情報セキュリティ専門技術者の確 従業

出所： 立行政 人情報 理 機構 人材育成本 年 行 。

（ ） ー ー企業の情報セキュリティ専門技術者の育成、 得・確

従業

「 人材を社内で育成」は、 企業 、 企業 、 企業

とい れも 以上が社内人材の育成で対 している。それでも対 できない は「

力企業・ 企業等の 人材の 」が 企業 、 企業 、

企業 と の 準にある。 企業が の 企業と して「 力企

業・ 企業等の 人材の 」の が高いのは、業務担当者の技術 準が明確化さ

れていることや 行業務担当者への 担を していることなどが指摘されること、さら

には「 人材を 」できる 務上の 力が にあるものと えられる。

「新 人材を社内で育成」では、 企業 、 企業 、 企業

と 後の にある。新 人材は、企業インタビューに いて 力としての知識、

技術 準を期待するまでもないこと、とりわけ情報セキュリティ分野では業務 の
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が「担当業務の 行上 きく する」と指摘されていたことを えると新 人材は「情

報セキュリティ担当者として社内で基礎から育成する対 」と えていることが えられ

る。このことからすれば専門学校は「情報セキュリティ担当者」を 指す 育という り

は「情報系基礎知識・技術」の 得という「従来の枠組み」を基本にした 育が ましい

ということになる。

図表 ー ー企業の情報セキュリティ専門技術者の育成、 得・確

出所： 立行政 人情報 理 機構 人材育成本 年 行 。

業 の調査に れば、 年 企業 人、 ー ー企業 人、不

人 人、 年 企業 人、 ー ー企業 人、不

人 人、そして 年 企業 人、 ー ー企業 人、

不 人 人と 企業、 ー ー企業、不 い れも 加 向にあ

る。とりわけ不 は 年と して 年には 人以上に すると られる。

企業、 ー ー企業とも情報セキュリティ人材の確 と 成は行われていくが、それで

も不 は 加 向にあり、情報セキュリティの人材不 は 度を している。

の ンケート調査の では、 企業、 企業、 企業い れも情報

セキュリティ人材の確 に を えている。 の企業は情報セキュリティ人材の確

や必要性を 識してはいるものの情報セキュリティを担当できる新 者の ではなく

社後に育成を図るという が られた。これは、情報セキュリティに必要とされる知

識・技術やノ ハ が であり、ま は情報系基礎知識・技術を 得しているかどうか

を出発点として、それ以 は本人の関心や を して「育成する」という企業 の

にあるからである。専門学校の情報系分野の 業生は、基本 に基礎知識・技術は 得

しているという に立ち企業の業務 に わせて 育していくという が にあ

るからに ならない。しかし、こうした企業 の や に対し、専門学校では「

の枠組み」に した 育、 うなれば情報系基礎知識・技術の 育に専 すれば良いのだ

ろうか。 は、「 」「 」「 」「 」「ビッグデータ」などの分野が にわた

り技術者不 は情報セキュリティ人材の不 に きな になっている。くわえて情

報セキュリティ人材の不 は に不 するという が される 、専門学校として

は、「新たな枠組み」を整 し専門学校でできる情報セキュリティを担当できる人材を

育していく必要性があるのではないだろうか。

図表 情報セキュリティ人材の 来

出所： 業 「情報セキュリティ人材の 来 」 年

立 作所は 年までに情報セキュリティ人材を 人育成する があるという。

年に発 したラン （ ） 「 （ クライ）」は企業に な

をもたらした。ラン （ ）の もさることながら情報セキュリティの

性も明らかになったことからシステ の しや ンテ ンスに きな 力を要した。こ

うした を まえ、 立 作所では、 人材を する社内 度「 立 ロ ッシ

ョ 度」を しその に、セキュリティ人材 の「情報セキュリティス シ

リスト（ ： ）」を 度化した。

図表 情報セキュリティス シ リストの 要

（ ： ）
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出所： 立 作所

セキュリティ人材像を ース人材、ミ 人材、トッ 人材に 分 し、さらに 者、

システ 技術者（ 発・ ）、 ス シ リスト（セキュリティ）に分 し、情報セキ

ュリティ担当者の知識・技術 の を明確にしている。さらに「ブロン 」「シ

ー」「 ー 」「 ラ 」「 ミ 」に分 し、 を発行している。こ

の 度は、知識・技術の単なる分 だけではなく の要 を り れていることが イ

ントである。知識・技術だけにとらわれると「知っていても できない」という積み

た が され 年の実 を かすことができなくなる。

図表 情報セキュリティス シ リストの

出所： 立 作所

、 立 作所、 通の 社では、 イ ー攻撃に対 できる実 なスキ やノ

ハ を持 セキュリティ専門 の育成を にした「 イ ーセキュリティ人材育成スキ

ー ロジ クト」を組成した。

情報セキュリティは、本来、企業の ンス、リスク、コン ライ ンスに ること

であり企業の成 、 を する。こうした 識から従来、知識・技術に 力しがちで

あった技術者の 成を で実 力を高める 基 システ （ イ ー ンジ）構築し

ている。この イ ー ンジは 上に企業のシステ を し、それを って イ

ー攻撃などをシミュ ーションして対 を講じてシステ の 性を する。 り実

力のある情報セキュリティ人材を 成する な みである。

しかし、 、 立 作所、 通の 社は 通 業界に いてはライ の関 にあ

り、こうした情報セキュリティ分野で することは 般 ではない。それだけに業界を

表する 社が、情報セキュリティ分野だけはそれぞれの企業が 自に人材を 成してい

ても人材の 、質ともに成 をあ ることが しいと したからに ならない。情報セ

キュリティ人材の 対 不 （ 年に 人 ）は であり、 のままでは

情報セキュリティが企業、行政、 機関で機能しなくなることを 味している。こうした

り組みは、企業 だけの ではなく情報技術者の 育を実 している専門学校に い

ても情報セキュリティ担当者の 成の 点から に り組 べきことである。

企業の情報セキュリティ担当者は、そもそも情報セキュリティが「 」「 」「 」

「 」「ビッグデータ」等情報分野全般にわたることから情報セキュリティ分野に 化し

た人材ではない。 しろ情報分野全般からどこに「セキュリティ」が求められているのか、

あるいはどうすれば「セキュリティ」を維持できるのかなどの「セキュリティ」そのもの

を えることができる人材といえる。さらに「セキュリティ」を のものとしてとらえ

るだけではなく今後必要とされる新たな「セキュリティ」を できることも要求される。

専門学校で 育している情報系基礎知識・技術は、情報技術者としてそれぞれの分野で

専門性を発揮することになるが、情報セキュリティ担当者はそうした情報系基礎知識・技

術にくわえ、社会・企業・行政全般にわたりその業務の内容まで精通することが求められ

る。どちらかといえば専門学校生が不得手とする分野の知識が要求される。したがって情

報セキュリティ担当者は、「 」「 」「 」「 」「ビッグデータ」等をそれぞれ専

門とする技術者とはやや異なる「期待される人材像」が することになる。これは企業

のセキュリティ担当者へのインタビューインタビューに いて情報セキュリティ担当者は

「単なる技術者の枠に当てはめてはいけない人材」であり、情報セキュリティに関する「本

人の関心や興味を優先すべき点」があると指摘している。もちろん技術者も単に自己の知

識・技術だけに固執しそれ以上の能力の を求めない訳ではないが、情報セキュリティ

は「これで良い」とする明確な基準がある訳ではなく、セキュリティを維持、向上させる

ために求められる基準は常に変化する で自己の能力向上が求められるのである。それは

あらゆる手立てを講じてくるブラック・ハッカーから企業や行政の機密情報を る イ

ト・ハッカーに の うな能力を求めることは 実 ではない。 で、情報セキ

ュリティ人材は企業や行政の組 、 人を る能力が限度なく求められていることも事実

である。

今後必要とされる情報セキュリティ担当者は、情報セキュリティの「新たな枠組み」か

ら常に能力向上ができる育成 が必要であり、そうした 点から専門学校には情報セキ

ュリティ人材の育成が求められているのである。

企業へのインタビューに れば、情報セキュリティ人材に必要とされる知識・技術は、

きく分けて、基礎知識・技術を まえた ー としての行 を成立できる「 ネジ ン

ト・コン ティング」、 から や手がかりをさがしだす「 ンジッ

ク」、システ の 性を できる「 性 査」などが指摘された。専門学校に い

ては との をカリキュラ り れている は られるが、「 ネジ ント・

コン ティング」「 ンジック」「 性 査」の うに 系 に学 機会を け

ている はない うである。

年度実施したＤ社インタビュー調査
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（ ） ネジ ント・コン ティング

育内容

知 識

・ネット ークセキュリティ基礎

・コン ュータセキュリティ基礎

・ 、 等 、 、 イ ライン

・ 査手

技 術

・企 立

・ 作成、

・ ンテーション

・コミュニケーション、

・ ロジ クト ネジ ント

・講 、 シリテイト

・ 査

ノ ハ

・ ービスの ー 化

・ 等の 技能

・報 作成

（ ） ンジック

育内容

知 識

・ネット ークセキュリティ

・コン ュータセキュリティ

・コン ュータ内

・ネット ーク、コン ュータログ

・ ンジック ー

技 術

・ の 全、分

・ログの分

・ ンジック ー 作

ノ ハ
・ ンジック実施手

・ と けのための調査

（ ） 性 査

育内容

知 識

・ネット ークセキュリティ

・コン ュータセキュリティ

・ セキュリティ イ ライン

・ セキュリティ ログラミング

・ リケーション

本工業 （ ）。

準化機構（ ）。

する、容 にすることから じて、担当業務や 事を上手に めること

の 味で われている。

担当した の業務に いて 関 、成 、 等をとりまとめて報 すること。

情報技術者の では から や手がかりをさがしだすことに

われる 。

となる うな を指して うが、 査 が 般 に されている。

・データ ース

・ ネト ーションテスト ー

技 術

・ ネト ーションテスト ー 作

・ ネト ーションテスト ー 分

・手 テスト

ノ ハ

・ 査 立

・手 テスト手

・報 作成

（ ） 要

情報 学専門学校は、 年に 立された 専門 学 （ ： カ ッジ）

を に 年 下 の情報系専門学校として 校した。 に 学 は専門学校

育としては、「 情報専門学校」、「 カ ッジ」、「 デジタ ー 専門

学校」、「 リハビリテーション専門学校」、「 育 専門学校」、「 実

専門学校」を している。 学 グ ー としては、 学 育から 育・

育て 、 ・生 育、 化 興・ 事業を こなっている（図表 ）。

理 となる「新しい の人材育成」は、 の分野のみなら 情報分野に るまで「新

しい 」に対 できる人材の育成に ならない。 学 は に る分野で人材育成

を実 しているのである。

その で、情報 学専門学校は「専門力、人 性、 作成能力の 」の実 、 得

の学校理 の 化に向け り組んでいる。学 は、情報セキュリティ学 （ 年

実 ）、先 システ （ 年 実 ）、情報 理 （

年生 実 ）、 技術 （ 年 実 ）、ビジネス化（

年 実 ）の 学 で構成され 実 （い れも

年 ）である。 は、 得した を に としてセキュリティ

ンジニ 、システ ンジニ （ ）・ ログラ 、 デ イ ー・ ンジニ 、ネ

ット ーク ンジニ 、データ イ ンティスト、 ー ログラ 、 コン タント、

社内システ ンジニ （社内 ）、カスタ ンジニ 、オ ーター、キー ン

ー、 般事務・ ・ 理など にわたる。

システ の 性を する 実 のこと。

基本情報技術者（ ）、 ス ート（ ）、 、

技術者 、 ログラミング能力 などがある。
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図表 学 人 要

 

 
 

出所： 学 （ ）
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度）を 講している。

（ ）学 カリキュラ と （ ：情報セキュリティ学 年 ）

学 カリキュラ は、 きく「人 性・ 作成能力」「 スキ 」「業務スキ 」「

対 」「 ノ作り学 」に分 され、 に がある。

年 は、新 生ということもあり基礎 な内容の を指向しているが、「 ノ作り学

、 な 」として 年 以 を えた イデ 出しの うな が行われる。 年

では、 年 の基礎 な内容の を に情報基礎として企業 講 「データ イ

ンティスト」が 講される。 年 は「テクノロジ系」の「 リケーション技術」「イン

ラ技術、工学技術」「セキュリティ技術」分野で「データビジュ ライ 」「クラ

システ 発実 」「セキュリティ 、インシデント ス ンス」がそれぞれ 講され

成 年 学 ）。

専 学校の専門 であって、 業に必要な実 か 専門 な能力を育成することを

として専攻分野に ける実務に関する知識、技術 技能に いて組 な 育を行うものを、

「 業実 専門 」として 学 が して することに り、専 学校の専門

に ける 業 育の 準の維持向上を図ることを とするもの（ 学 ）。

の 。あらゆる がインターネットを通じて ながることに って実

する新たな ービス、ビジネス デ 、またはそれを 能とする要 技術の （デジタ

）。

ている。 に、 ミが 講され 学 の テー を している。 年 には、 業を

えて 業 の作成、さらに「機 学 ・ディー ラーニング」「 」が 講され

ている。

学生は、その コース、カリキュラ に従い知識や技術の な 得と に、

学 を学 、 できる。しかも年 とに単 を 得し知識や技術を確実に向上させ

ていきながら 学 の内容も複雑、高度化している。学生自 の知識・技術の自 とと

もに の発 や学 の を 確 できる。実 、 学 事 は年 の高い学生 ど

の高いテー に り組んでいる。こうした から 来担当するあるいは担当したい業務

をイ ージすることにくわえ、そうした業務に り組んでいる企業の に ながり

度の高い に けている。学生は、いき い会社のイ ージがＣ や 常 に ま

る会社から得ていることから 社後の ッ が きくなるケースがある。イ ージ通り

であれば 年 も くなるが、イ ージが異なれば 年 も くなり、 には し

てしまうケースもある。

情報 学専門学校では、インターンシッ を に り組んでいるが、それ以上に

年 から 学 を 育カリキュラ に り れ学生の 業 識の に めている。学

カリキュラ と わせて情報 学専門学校では、 を「 ンジ」として「イ

ンターン」「コンテスト」「 」それぞれに と いを して 年 から り組ん

でいる。

インターンは 年 から に る 期インターンを行っている。 年 であれば、

シー ンの 来となる 年の 年生の から まることが 般 だが、情報 学専門学校

では 年 から として している。 に、コンテストは、 年 から 年 ま

で にわたるテー や内容で ントリーが 能である。学生は自分自 の学 成 を自

分の関心のあるテー や分野で 表することができる。 の うに 表できるイ ント

やコンテストは にわたり、これは情報 学専門学校の学生であれば でも ントリー

できる。 のイ ントやコンテストでは、 の学内成 の優 者が優先されその の

学生が ントリーできない が けられる。これに対し「自分の イデ を にし、

それを人に えるという をする」という ・ いを する情報 学専門学校では、

学生それぞれが自分自 の学 を 表できる機会が されている。また、こうした

学生を表 することで学生本人はもと り 学生の学 を することになる。

は、学生を に することから学生の成 に じて年 を している。そ

れがまた の企業や自 、学校の に ながり新たな 学 の要 や を生ん

でいるのである。
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図表 学 カリキュラ 表（ 情報セキュリティ学 年 ）
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作 作 システ 作

ミ

業 準

業

ミ

は「企業 講 」で筆者が 調

出所：情報 学専門学校 にもと き筆者作成

イ ンと 。グイ ・ ン・ロッ が 発したスクリ ト 。

の 。 ー ーが や ービスを通じて得られる のこと。 理 と

もいう。

図表 表（ 情報セキュリティ学 年 ）

（インターン・コンテスト・ ）
・ い 年 年 年 年

ンジ

インターン
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（専門力・人
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成能力）を実
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る 。
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コンテスト

・ 年

は、自分の

イデ を

にし、それを

人に える

という

をする。

（ ）

・ イデ

ン ハッカ ン

・ ンジ

（ ）

・情報 機 理コ

ンテスト

・ ンジ

（ ）

・情報 機 理コ

ンテスト

・ ンジ

（ ）

・自らの学

や、 して

いるスキ

を に

明する手

として

を 得す

る。

（ ）

・ ス ート

・基本情報 理技

術者

・情報セキュリテ

ィ ネジ ント

・

（ ）

・ 情報 理技

術者

・

（ ）

・情報 理 全確

は「企業 講 」で筆者が 調

出所：情報 学専門学校 にもと き筆者作成

（ ） 事

学 事 は、 企業、自 との から内容が にわたり 発に行われている。

以下に な り組み事 を する。

事 ：セキュリティ専門 人 リの 発

人 本ネット ークセキュリティ 会 （ ）が企 ・ 作・ し

ているセキュリティ実 材 をもとにした リの 作に り組んでいる。 の ー

シリ ータ ニューを し、 自のカリキュラ として している。セキ

ュリティ実 材を し リを 作しているのであれば、通常の講 の の

うに えられる。しかし、セキュリティ実 材は リの 作 ー であり、 リ

化の イデ の やその な 作 ロセスは学生 で行なわなければ 作できな

い うになっている。その ロセスに いて の ー シリ ータ が イス

や 作 に加わることで リの質 向上を実 している。

学生はセキュリティに関する学 を まえ、その知識や技術を実 の リ 作に

させることでセキュリティの 実 な や新たな発 事 を 識し学 成 をあ てい

る。

育 会の ー 育 ーキンググ ー が 学校からの要 に り ー シリ

ータ を し、 な ー の指 も こなっている。

内 不 をテー とした 者を すための不 、調査を するカー ー の

実 材。

年 後から 期インターン（ ）

期インターン（ 般 イトを して ）

期インターン（ ・ 般 イト）

期インターン（ 業 学生からの ）
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図表 学 カリキュラ 表（ 情報セキュリティ学 年 ）
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事 ： イ ント 加

学 の り組みは、 リなどの の成 を生 とともにそれら成 の発表

や 会の機会をも ことで、 な や イスを 得できる。その や

イスは ミに り れられ成 の 質向上に している。情報 学専門学校では、成

の の として イ ントを 心に 期 か に り組んでいる。イ ン

トへの 加は、 から 複 の ースで行われることから学生 担は きい。しかし、

イ ントへの 加は、 な人との の機会をう ことにくわえ成 の 会にもな

る。新たな や の発 、さらには 者の イント、 えば イントや リ

ットなど 作 では確 できないことを 識することができる。

学生はこうした機会を に け れ自分自 の成 の機会になっていると自 してい

る。学生が に 加していることは 加の 実が きいことを 味している。

に、 への り組みとして「 コンテスト 」や「みなとみらい （ 高

）」、「 セーリング 技 」などに 加している。

図表 情報 学専門学校イ ント 加事

期 内容・イ ント

インター ショ オー ンデータデイ

さくら スタ

ロー スタ

高 イ ント、 ・ オー ン ーラ

ンジニ ート

ジ ットま り

出所：情報 学専門学校 にもと き筆者作成

コンテストは、「 くたち、わたしたちの 来の 界」をテー に、 の 学生

を対 にした コンクー 。

（ ）インターンシッ への り組み

情報 学専門学校では、 学 とともにインターンシッ 度を している。イン

ターンシッ に期待することは、ビジネス ーや うれんそう（報 ・ ・ ）、

の作成などの「社会人基礎力の 化」、 理、構成 理、コン ライ ンスなど

の「 企業 」、さらにシステ 発、システ 構築、 ・ などの「専門スキ

得」の 点である。

インターンシッ の 加タイミングは、 年 から 加要 が明 され学生はそれぞれの

要 に従い 加することができる。 学 は 行で行われる 期もあるが、 学

が本 化する に、ある 度の「社会人基礎力」「 企業 」「専門スキ 得」を

行っている。

図表 インターンシッ 加タイミング（ 成 年度事 ）

年 年 年 年

（基本情報技術者 ） 後（ 社）

般 イトからの （ 社）

年 業生からの き （ 社、 社）

の 期インターン（ 社、 社）

出所：情報 学専門学校 にもと き筆者作成

インターンシッ への 加は、学生が以下の うな「インターンシッ 加 」に必

要事 を し専門学校事務 に 出する。インターンシッ の 加 期 から 加先、

内容、 加理 ・ 機、そして出 できない 業までの は、学生本人が実 に確 し

た内容に基 いて し、インターンシッ 加に る 加できない 業や 「インタ

ーンシッ 」への を明 する。

学生は、インターンシッ で学 や できる内容や のために 加するかを に

え、それを表明することができる。学校 からの や ではなく学生が自ら 加の

機会を し「自分の学 たいものを学 」インターンシッ を実 している。学校 で

は、本来の 業 加ができない不 を「インターンシッ 」に り える で対 し

単 の不 が こらない うにしている。学生の な り組みを し、それに

対 できる 度が整 されていることからインターンシッ への 加が されている。
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事 ： イ ント 加
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出所：情報 学専門学校 にもと き筆者作成
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得」の 点である。

インターンシッ の 加タイミングは、 年 から 加要 が明 され学生はそれぞれの

要 に従い 加することができる。 学 は 行で行われる 期もあるが、 学

が本 化する に、ある 度の「社会人基礎力」「 企業 」「専門スキ 得」を
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出所：情報 学専門学校 にもと き筆者作成

インターンシッ への 加は、学生が以下の うな「インターンシッ 加 」に必

要事 を し専門学校事務 に 出する。インターンシッ の 加 期 から 加先、

内容、 加理 ・ 機、そして出 できない 業までの は、学生本人が実 に確 し

た内容に基 いて し、インターンシッ 加に る 加できない 業や 「インタ

ーンシッ 」への を明 する。

学生は、インターンシッ で学 や できる内容や のために 加するかを に

え、それを表明することができる。学校 からの や ではなく学生が自ら 加の

機会を し「自分の学 たいものを学 」インターンシッ を実 している。学校 で

は、本来の 業 加ができない不 を「インターンシッ 」に り える で対 し

単 の不 が こらない うにしている。学生の な り組みを し、それに

対 できる 度が整 されていることからインターンシッ への 加が されている。
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図表 インターンシッ 加
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加 期 年 から 年 まで
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、 、
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技術事業

（ 務 ）

り

で知ったか イ ントで知り った からの

インターンシ

ッ の内容

テストの実施

イ 、 作成等

加理

機

先 のため。

を実 に ることで学 にするため。

インターンシ
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限
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への （ 期の ）

限 限
機 学

ディー ラーニング
する

限 限
対

社会人基礎力
する

出所：情報 学専門学校 （ ・ 本 イ ）にもと き筆者作成

情報 学専門学校では、インターンシッ への 加 学生に や の を

えているだけではなく、 加先の企業から学生 を ける 度を整 している。以下

の「インターンシッ 加 」は、企業 からの である。

「本人の 、 に対する 成度の 」は、学生からインターンシッ 加 が

表明され、その内容に従った業務を担当した をインターンシッ 加先企業が し

ている。

「出 に対する 」は、実 の 務 を確 できる 担当者が を行って

いることもあり 務の実 を確 できる。

「 きの点」は、学生が業務を担当してみて自らの を発 し、その対 に向け

た 学 学を 実施していることがわかる。

学校 では、インターンシッ 先の を確 するためには学生の報 や で確

することが く、実 にどの うな り組み や 度であったのか、さらに学生が自ら

した に対しどの 度の 成度であったのか、これらをインターンシッ 加先の

企業担当者が確 しその内容を学校 で できることは対 学生の指 や 育そして今

後のインターンシッ の に いて である。

図表 インターンシッ 加

インターンシッ 加

インターンシッ

加先

企業 会社

担当者

、
事業

年

対 学生

加全期 年 から 年 まで

本人の 、

に対する 成度の

でどこが 当するか ください。

優

コ ントがあれば ください。（ ）

を 本 に するための 作成、 キュ ント作成、 訳業務を

に担当しています。 えられた 事をこなすだけでなく、自分からも 事を ける

を しています。

出 に対する

でどこが 当するか ください。

優

コ ントがあれば ください。（ ）

あらかじめ 務ができないことがわかっている 、 に り えて 務していま

す。

その 、

きの点

来年の から 社 として当社で くにあたり、 で能力 に となりそう

なことを 識しています。それを するため、 学 学を実施するなどの クショ

ンを こしている 分も できます。

出所：情報 学専門学校 （ ・ 本 イ ）にもと き筆者作成

（ ）要点の整理

情報 学専門学校では、 先として企業や自 、 学校など にわたることや

内容も 作や 育、イ ントなど な り組みを実 している。 年「 業実

専門 」の 学 をうけながらも自 に 自の り組みを せている。

これは学校理 「専門力、人 性、 作成能力の 」の実 、 得に なら 、学生

の 質向上を 指す した り組みといえる。

そこで、情報 学専門学校の 学 の り組みから明らかになったことを と

に要点としてまとめて く。

単

学 では、 学する全学生から学生を あるいは 者を するなど 学

を担当する学生の人 や 者に って年度 とに変化することがない うに、

業内で「 学 」を明確に け実施している。 に、学生の 来 な を

野に「インターンシッ 」の要 も り れ学生の 業 にも する うな がみ

られる。 業であることは、単 の対 であることから学生の 講 ・ 加 は

に高くなっている。このことは 学 の成 として れる。 コンテストへの

加は であり年 の で 実 されている。学生がコンテストに 加すること

は、自己の知識や技術を できることにくわえ の を 確 することができ

る。また、コンテストの来 者や 作関 者との の機会は、コミュニケーション能力
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図表 インターンシッ 加
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出所：情報 学専門学校 （ ・ 本 イ ）にもと き筆者作成

情報 学専門学校では、インターンシッ への 加 学生に や の を

えているだけではなく、 加先の企業から学生 を ける 度を整 している。以下

の「インターンシッ 加 」は、企業 からの である。

「本人の 、 に対する 成度の 」は、学生からインターンシッ 加 が

表明され、その内容に従った業務を担当した をインターンシッ 加先企業が し

ている。

「出 に対する 」は、実 の 務 を確 できる 担当者が を行って

いることもあり 務の実 を確 できる。

「 きの点」は、学生が業務を担当してみて自らの を発 し、その対 に向け

た 学 学を 実施していることがわかる。

学校 では、インターンシッ 先の を確 するためには学生の報 や で確

することが く、実 にどの うな り組み や 度であったのか、さらに学生が自ら

した に対しどの 度の 成度であったのか、これらをインターンシッ 加先の

企業担当者が確 しその内容を学校 で できることは対 学生の指 や 育そして今

後のインターンシッ の に いて である。
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来年の から 社 として当社で くにあたり、 で能力 に となりそう

なことを 識しています。それを するため、 学 学を実施するなどの クショ

ンを こしている 分も できます。

出所：情報 学専門学校 （ ・ 本 イ ）にもと き筆者作成

（ ）要点の整理

情報 学専門学校では、 先として企業や自 、 学校など にわたることや

内容も 作や 育、イ ントなど な り組みを実 している。 年「 業実

専門 」の 学 をうけながらも自 に 自の り組みを せている。

これは学校理 「専門力、人 性、 作成能力の 」の実 、 得に なら 、学生

の 質向上を 指す した り組みといえる。

そこで、情報 学専門学校の 学 の り組みから明らかになったことを と

に要点としてまとめて く。

単

学 では、 学する全学生から学生を あるいは 者を するなど 学

を担当する学生の人 や 者に って年度 とに変化することがない うに、

業内で「 学 」を明確に け実施している。 に、学生の 来 な を

野に「インターンシッ 」の要 も り れ学生の 業 にも する うな がみ

られる。 業であることは、単 の対 であることから学生の 講 ・ 加 は

に高くなっている。このことは 学 の成 として れる。 コンテストへの

加は であり年 の で 実 されている。学生がコンテストに 加すること

は、自己の知識や技術を できることにくわえ の を 確 することができ

る。また、コンテストの来 者や 作関 者との の機会は、コミュニケーション能力
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の向上にも する。単 は、学生の を し確かな成 を 得する上で 要な

を担っている。

対 企業

対 企業は、学生 の 点では 来の 先企業を対 に が められる。この

点では、インターンシッ への や企業 の担当者や の担当者との の機会へ

と人 な関 性を 化していく。それだけ に な をもたらす。従 の 学

は そのものが 化し が すれば学生と企業との関 も するという

の 事 が かった。しかし、 学 とインターンシッ を組み わせるこ

とで学生は 先という 識が され な り組みが られるとともに自己の

を高めたいという も になる 向がある。

情報 学専門学校では、 学 成 の成 を企業や自 、 が しそれ

を蓄積することで、企業などから を する新 の 先が後を たない。もちろん

情報 学専門学校が 年にわたり 学 に り組んできた 行 の があることは

事実であり、それが の企業、自 に 識され の を 成してきたことに な

らない。 に、学生は 先の が がり にわたる や な の機会に

まれ、 に り組 機 けの要 になっている。もちろん の うなインター

ンシッ の対 そして 先との 期の 機会や 事の内容を確 できる の機会を

得ることができることも できない。

学

学 は 学 で り組んでいる。これは 学 の専攻、カリキュラ が異なるこ

とにくわえ 学 の学 成 をそれぞれに発揮できるからである。また、学 した内容は

その専門性を している企業との に いても である。 えば、情報セキュリテ

ィ学 の学生は、情報セキュリティに関する知識や技術を 行する、いわば「 し」に

もなる。さらに情報セキュリティは、 分野の 先 に することから 先 の技術に

れる機会ともなる。

に、指 する 学 の は 務 内で 学 に関する情報を している。どの

うな企業とどの うな を行い、その成 や を することは所 する学 の

学 で 行や の 、 など新たな り組みに させることができる。これ

は 学 が 性のものではなく にしかも組 として 学 のノ ハ を

蓄積する機能も している。

こうした 学 の 学 の り組みに対し、 指 （キ リ センター）と

することで 指 、 えば 機の き 、 の け など に向けた り組

みを して行うことができる。学生は学 成 や 学 の 、成 を まえ

先の を行うことから する企業への を実 している。

学 成

学 は、企業関 者との の機会が いことから学生が「会社はどんなところ

か」「どんな 事をするのか」「 はどんな か」など 会社を知る ことができ

る。しかも 学 もない から実 の機会を得ることで、自分なりの 業 を 期

に 成することになる。そのことは学生が の をも ことで学 の 向性が確かな

ものとなり の学 も向上する。 、企業 では、自社の業務に関心、興味をも

学生と 学後 期から の機会を得ることから年度 とに学生の できる点あるい

は となる点を し 社後の育成 に させることができる。また、自社への

者への対 に をかけることができることから自社に した人材を育成するこ

とが 能となる。これらのことは学生 企業にとって 期の内 の実 に ながる。学

生にしてみれば 学 から までの ッ ングの機会となり優良企業への

や内 にも ながる そのものといえる。

に、成 上 学生には 学 に いて企業との からジ ネリックスキ の

セ ネス （ 情 力）の点 が高い 向にある。 に 期インターンシ

ッ 者 どその 向は高く、実務 との 期か 期の は 情 に を え

るものと えられる。

実施・ での 、人 担等

担当 は、学生への 育指 から企業 対 、スケジュー 理、学内調整などその

業務 から生じる 担は きい。なかでも 先やインターンシッ 先企業への対 は、

学生の や業務上のミスなどから生じる に いて が きな 担となる。こうし

た担当 の 精 担は 学 の や な に じて きくなってい

る。また、 学 にともなう 出などの 担はそもそも 学 からの

が いこともあり などは行っていないという。これは 学 先の 担が明確

に できる にはなく 先からも 担 を要求されたこともないという。しかし、

学 を している企業が い 、 年で 学 を してしまうケースもあり、

その理 として企業 の 担 が きいとの指摘もある。専門学校と 先の 担に

いては「 持ち出し 」との もあるが、担当する の 精 担から

担まで と今後のあり に いて すべきことといえる。

学 と成 の ッ

社会人基礎力の向上では「成 の り」がみられるとの指摘がある。 えば、 学

の に いて「調整力の向上」が期待されたが、そうした成 が められないケースも

ある。 しろ の学生の には、自分の関心事だけに り組める 学 として学校

や 業を する 向が られる。 学 は学校や 業で得られない ならではの

ことを実 し ランスのとれた能力向上が期待されるべきであり、そうしたことには学生

の関心や 識の 向が生じない うな工 が必要となる。これは とすべき点であ

り に向けた が必要である。

学生

情報 学専門学校は、学生の 性を する 学 を構築している。 般

なケースでは、学校が 学 を する企業と 内容を しその内容に じて学

生の から の まで こなっている。学校が に 学 を しているケ

ースが とんどである。しかし、情報 学専門学校は、ま 学 、コース、カリキュラ

で学生の知識や技術を させ の能力 準を基点に、学生本人の興味、関心を まえ

て企業との に る。ここで 要なことは、学校が学生の 準を し学生の

興味や関心を優先させてしまうと学生は「学校から われたことをする」という け に

なり に り組 えや を 下させてしまう。 業 のインターンシッ が

「 加してから える」という学生 に対し、企業 が企業 要や 、 ービスの 明

に するのはこの である。情報 学専門学校では、学生が に り組 上で必要

な能力の とそれを まえてシステ の 発や リケーションの 発に り組ん

でいる。学生が の能力 準にあることは、 の学校、 からの 要 にあ

らわれている。情報 学専門学校の担当者へのインタビューに いて「先 （ 先）

からの が い」さらに「業 、業 も で から 、 学校まで く を

いただいている」という。情報 学専門学校は学生を とした 学 デ を構築し

の企業、自 等から学生の能力そして 学 の成 に いて の を 得

しているのである。
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図表 情報 学専門学校 学 デ

出所：筆者作成

学 の知識・技術 準の

学 では、企業 との を まえて学生との 作業に るが、その 、学生

に対する事 指 の不 が められ学生のスキ 不 に する が生じることがある。

基本 な知識や技術の不 は、講 内容の 実や 度 の実施で が期待されるが、

学生がどの うに理 しているのか、 い えれば企業 で通 する知識や技術に し

ているかどうかは としない。そのためにも 学 の成 は、常に学校 に ィー

ックできる 組み くりが必要といえる。要求される知識・技術 準はどの 度である

のか、こうした 準、基準の明確化は 学 に いて不 である。

に実施されている理

専門学校は 業 育のための機関であることにくわえ 学 育がその を た

すために であり、必要であると えているからである。また、企業 は優 な人材

との 期の や自社の人材育成 度にあった人材の確 を指向している で、 学

は の機会であると えられる。 学 は、専門学校そして企業 に であり

な 度だからといえる。では、そうした な 度を実施できる理 はどこにあるのだ

ろうか。こうした には、実のところ明確な えが い うに われる。それだけに

学 は、関 する専門学校、企業、自 等それぞれに を えているのが実 で

ある。こうした 学 の を関 先のそれぞれの として するのではなく

すべき として の機会、 を ける 期にある。 に、 学 を に

り組んでいる専門学校には に くの成 が蓄積されている。こうした成 を専門学

校 で し 学 が な分野で されることが期待される。

以上にくわえ、 学 育は、専門学校で学 する基本・ の知識や技術の 得

にくわえ、企業 の に 加することから「学生のスキ 」向上への期待が きく、

実 、 学 に 加した学生の成 は明らかであり、その成 は 内 の向上に表

れている。 に、情報 学専門学校では、こうした り組みの成 が高校や生 、
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学校
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者の高い に ながり 学 者の 加を実 している。 で、企業 の 学

に ける 担 は、 年の業務 の もあり、 向から 学 への り組み

が になっている。企業は 学 の成 を 識し も学生との 作業には社

内スタッ が担当することから業務 担は不 であり、 学 に積 に り組め

ない事情がある。

に、学校内の 、スタッ の 学 に関する 育は不 であり 要である

が、通常の 育 や業務 にくわえて 学 に を要することは新たな 担そ

のものである。こうした実 を まえて、 学 育を実施するための知識やノ ハ

の 育はもちろんのこと専門学校として り組 やそれを担当することの 味、

識まで 育していくことが必要である。

以上の情報セキュリティの人材不 の実 や 学 に ける企業 で求める知識・技術や

専門学校の実 の 学 への り組みを整理し分 してきた 、以下の うな イントを

育の イントとして したい。

（ ）情報セキュリティ関 の 系

情報セキュリティ担当者に関する企業 社へのインタビューでは、技術者に必要とされ

る基本 な知識・技術 得の 要性を える が かった。技術者は （情報技術）、

（人工知能）、 、 、ビッグデータ等情報分野の専門 として成 する上でも基本

な知識・技術の 得は不 である。その で、今後 要性が すことが確実 され、ま

た、技術者の 対 が不 する情報セキュリティ人材には、インタビュー先企業が指摘し

た うに不 な知識・技術が し、そうした内容を専門学校として情報セキュリティ

関 の 系 を図るべきである。企業 でも 手 通 会社などで情報セキュ

リティ人材の 成には な がみられるが、その 度 を に専門学校でも情

報セキュリティ関 の 系 を し学生の能力向上とともに を に め

ることも 要である。

（ ）「関心」「興味」「発 」の機会

専門学校に いて情報セキュリティ関 が 育 として 講されれば、それだけ

学生の学 の機会が すことになる。その学 から情報セキュリティへの「関心」や「興

味」を し、情報セキュリティ分野での 業を することに ながる。また、インタ

ビュー先企業が指摘した うに能力を 表できる うなコンテストの を企業 の成

として めれば学生の「関心」や「興味」はさらに され、情報セキュリティ分野で

の新たな「発 」を することも期待される。情報セキュリティは、企業の業務全般に

関 することから専門学校生 の技術 向から企業の業務全般に関心を き こすこと

も えられる。こうした 向性を き出すためにも専門学校は情報セキュリティ分野の関

を整 していく必要がある。

（ ） 期インターンシッ 度の

インタビュー先企業が する内容を学生が していくためには 期 の業務

が必要である。 般 に行なわれているインターンシッ は、 の学生に企業の業務

を「知る」 度にとどまる。情報セキュリティ分野の担当者は、 期 な人材育成にみら

れる 門 となる人事異 を えれば 期 の業務 は不 である。これを 期

インターンシッ 度として学生の知識・技術の の機会とともに企業 の情報セキュ

リティ担当者の 性 など学校・学生と企業の 度として すべきである。
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インタビュー先企業が する内容を学生が していくためには 期 の業務

が必要である。 般 に行なわれているインターンシッ は、 の学生に企業の業務

を「知る」 度にとどまる。情報セキュリティ分野の担当者は、 期 な人材育成にみら

れる 門 となる人事異 を えれば 期 の業務 は不 である。これを 期
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（ ）「情報セキュリティス シ リスト」 度の

「情報セキュリティス シ リスト」 度は、専門学校の 業生が技術者の専門性をさ

らに高めていく べき 向といえる。そのことは に学生の 学 の学 や 業

後の と密 に関 することから「情報セキュリティス シ リスト」 度を学

指 として する必要がある。 手情報機 ーカーが していることを えれば、

専門学校 業生の 先となる 手情報機 ーカーの関 会社、下 会社などへ情報セ

キュリティス シ リスト は きな ー になる。また、 度は、専門学校の情

報セキュリティカリキュラ の 内容を 向した の や の になる。

（ ）上 内容を できる 、人材の育成

インタビュー先企業では、情報セキュリティの実 や 、さらに人材育成に関して先

な り組みが実 されている。従来 の 育への不 はなく、 しろ基本 な知識・

技術の 得には今まで以上にしっかり行って しいという指摘が かった。これは、情報

技術者はやはり基本 な知識・技術がなければ （情報技術）、 （人工知能）、 、 、

ビッグデータ等 に していく で専門性を高めていくことができないことを 味

している。また、インタビュー先企業の 担当者ならではの 下や後 指 の実 から

基本 な知識・技術の 要性を実 しているからに ならない。「 社後、 る技術者

は基本がしっかりしている」この に されている。しかし、基本 な知識・技術だ

けではなく情報セキュリティの うな新たな分野に の指 を持ち指 できる人材、

は不 であり育成しなければならない。これは専門学校の内 に ける 育成には

限界があることを えれば、先 の知識・技術を する企業との は不 であり、企

業との新たな の枠組みを とした 成を 度化しなければならない。

情報セキュリティ 育に ける 学 は、専門学校がその 先となる企業や自

とケース イケースで してきた従来の 学 では情報セキュリティを担当でき

る人材を育成することは な に っている。それは、 に、明らかに情報セキュ

リティ人材の不 は 化していることから 期の情報セキュリティ人材を育成しなけれ

ばならないことである。 に、情報セキュリティ分野の技術の先 性や高度化は

が する 学や 機関との 学 が上 に し専門学校が従 り組んできた

学 とは の異なる 学 が 化してきたことである。 に、こうした

上 の 学 スキー との に り 先 の 成 に クセスできる新たな

の枠組みを構築する必要がある。 に、 学 のカリキュラ を 年 に明確化し

カリキュラ として 系化することである。 に、情報セキュリティ担当 の育成

度の構築である。

以上の 点を まえ、以下の 点が すべきこととして したい。

本 会（以下、 ）の に れば、 学 は「優れた 先 技

術の 出と社会実 （イノ ーション）の 機 な 」としている。 学 がそれぞれ

に する機能や を 機 に けて 先 技術の 出や社会実 を 化するこ

とである。そのためには 企業のみなら ン ー企業の や 業も 野に れ、

「イノ ーション・ コシステ 」として全 像を している（図表 ）。

図表 では、 学 の全 像を ン ー企業、 企業、 機関、 学

を し、それぞれの を や などで を す 、 の を

し、 本の 学 の を明 している。「 業 」「 」等の

社会を えたイノ ーションを に けば、それぞれの機関、組 の けや

は図表 の うになるものと えられるが、 の基本は技術やノ ハ であり、いわ

ゆる 固な を 図したものと される。このことを ける うに は「 新

」の 出に向けては「 来のあるべき社会像等のビジョンを企業・ 学・ 発

人等が に ・ し、基礎・ や人 系・理工系等の を えて なリ ースを

させて行う 本 な を通じてイノ ーションが加 することが 要であ

る」としている。

図表 イノ ーション・ コシステ の

出所 業 業構 会 発・イノ ーション 会 （

年 ） ・ 成 年 学技術調査 （ 務 ） り 事務 作成

図表 では、本 な の に向けて めるべき 組みの全 像が されて

いる。 には、「実行に向け やかな対 を要する点」から「成 化に向け

を要する点」へと し、「 の 」「知の 」「人材の 」に分 して

いる。 学 の内容として を に、 ・知・人材それぞれに必要な事 や

事 を明 している。とりわけ は、 学 に いて実 の を めどれだ

け 担しているかが不 明になりやすい 向にある 、「 える化」という ー を

い 要性を している。
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図表 本 な の に向けて めるべき 組みの全 像

出所 業 業構 会 発・イノ ーション 会 （

年 ） ・ 成 年 学技術調査 （ 務 ） り 事務 作成

専門学校は、こうした の に対し 学の うな 機能を基本とした 学

には まないことにくわえ、そもそも 機能を していない専門学校では の

指す 学 は 実 ではない。専門学校は たる専門 の 成機関であり、それ

に基 くカリキュラ を している。また、専門学校の も情報系など の分

野で通 できる人材の 門 育にある。 の 指す 学 が情報分野の基 な

知識・技術を する 上とすれば専門学校の 学 はそうした基 な知識・技術

に基 いた情報系カリキュラ を 育する 下に し、 上の 学 の成 、 え

ば新たな技術の発 や新たなシステ の 発などを実 に できる基礎知識・技術 得

の を担うのが専門学校の 学 といえるのではないだろうか。

専門学校の情報技術分野とりわけ情報セキュリティ 育は、 イスブックや イッタ

などに 表される 、あるいは企業の情報漏洩の うに 先 の情報技術が不 とさ

れる で、どの うな 育が ましいのか している。もちろん情報セキュリティに不

な ンジックや 性 査さらに ネジ ント・コン ティングなどはカリキ

ュラ 化が み ある。しかし、 先 の技術は、企業や 機関が所 していること

やい れも 高機密として 般に 表されることはない。それは企業や 機関の技術

準であり機密事 そのものだからである。専門 を育成する専門学校としては企業の 先

技術を り れた 育は、 業後、実 の業務を担当する人材を 期に 人 にす

る上で 要な イントになる。また、 後担当する業務を 行する上で、能力の を

なすものである。専門学校が専門 の育成を 指す以上、企業や 機関である 学から

先 技術を り れる、いわば「 学学」という新たな枠組みを することが必要であ

り、 育内容の質 実を える 要な事 といえるのである。

実 、専門学校は 学 の 要性を 識しているものの企業から 先 技術などを

分に 得できていないのが である。また、 機関である 学との は 化の

しさえみられない。このことは、 に 先 技術は企業で 得できるものであり専門

学校は基礎知識・技術の 育を基本とし えて 育する必要がないということ、 に基

礎知識・技術がなければ 先 技術の 得は であること、 に情報系専門 育成と

して基礎知識・技術を全般 に することで学生に情報系の い分野への に 能

性を えることができることにある。この うな専門学校ならではの事情がある で、

学 の今後に いてはその 要性を 識し もどの うに り組 べきか「整理が

できていない専門学校も い」（ 年専門学校インタビュー調査）という の も

こえてくる。こうした事情がある 、専門学校は企業にくわえ新たな知識・技術の 得を

指した 学や 機関との「 学学」の新たな「 の枠組み」を構築すべきである。

（ ）情報セキュリティ人材の育成専門 の

情報セキュリティ人材は必要とされる人材 が明らかに不 している。これは 業

「情報セキュリティ人材の 来 」 年で されている データはもと り企業

の情報セキュリティ人材の不 人材育成が い いていないという ンケート か

ら理 できる。情報セキュリティ人材の不 は 年に に するとの が

す うに人材不 の 度は している。実 、企業 でもその 識があり「確 でき

ている」「やや確 できている」を わせても の でしかなく 社に 社しか人材

の確 ができていない。くわえて人材が不 しているのであれば社内で育成することにな

るが、企業の情報セキュリティ人材の育成は「情報セキュリティ関 の を 講させて

いる」 企業 、 企業 、 企業 に まり、企業内の人材

育成も い いていない である。

こうした情報セキュリティ人材の不 や企業の育成実 を えれば、情報セキュリ

ティ人材としての専門 を育成する上で、専門学校の は 常に 要である。専門学校

は、情報系基礎知識・技術の を 指し情報系の専門 を 成する、 まり情報系技術

者として 性のある人材育成に きを いている。確かに学生の を えれば な

を し情報系基礎知識・技術の に 力することは理 できる。また、情報系基

礎知識・技術は情報系分野の 門 として必 事 でありカリキュラ 上 系化が容

であるという も する。しかし、情報セキュリティ人材の不 は であり育成が

の である以上、専門学校が情報セキュリティ分野の専門 を 成することに 力す

るべきである。そのためには情報セキュリティの専門 を新 し情報セキュリティ人材

の育成を明確に ち出すべきである。

（ ）新たな 学学 の枠組みの構築

専門学校を 心とした従 の 学 は、学生の基礎 知識・技術を に企業や自

との に り成 を してきた。それは学生の知識・技術の向上であり実 力

の 得さらには 来 な に向けた として行なわれてきた。学生が実務社会を知る

機会でもあり 来担当する業務の実 を する機会でもあった。こうした学生の能力向

上に する 学 は の成 とともに 専門学校の り組みとして の を得

てきた。

しかし、情報セキュリティ人材の うな高度専門 ではさらなる専門 か 先 の知

識・技術の 得には限界があり、情報セキュリティ人材育成を なものにしている。そ

もそも専門学校が情報セキュリティの専門 か 先 の知識・技術を 得するには 学

先の企業に限 されることにくわえその企業が専門 か 先 の知識・技術を

しているかあるいは 育してくれるかいささか である。確かに情報セキュリティを

専門とする企業では学生は専門 な知識・技術を し を けることができるが、情

報セキュリティの 先 の知識・技術の 得までには の 学 の枠組みでは

であるといわ るを得ない。やはり専門 か 先 の知識・技術を 得するためにはそ

うした 学 を 指し実 な成 を指向する機会を得なければならない。 が

するイノ ーション・ コシステ はまさに専門 か 先 の知識・技術を す

る であり、「 の 」「知の 」「人材の 」は 般 な 学 の
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するイノ ーション・ コシステ はまさに専門 か 先 の知識・技術を す

る であり、「 の 」「知の 」「人材の 」は 般 な 学 の
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を まえた新たな枠組みといえる。ただイノ ーション・ コシステ は「優れた

先 技術の 出と社会実 （イノ ーション）の 機 な 」を 指すものであり、そ

の成 を専門学校の 育に することは容 ではなく といえる。しかし、「知の

」「人材の 」は、イノ ーション・ コシステ の 加 ン ーだけの成 に

すべきではなく、こうした の ロセスやノ ハ は専門学校として 得すべきこと

といえる。そのためには、イノ ーション・ コシステ と専門学校 の 学 の

の となる「 学学 ーラ 」を組成することが必要である。 まりイノ ー

ション・ コシステ の枠組みの として「 学学 ーラ 」を け、そこ

から専門 か 先 の知識・技術を 得できるスキー を構築すべきである。くわえて

専門学校は 学、 機関との を 化し「 学学」の新たな を すべきで

ある。

専門学校あるいは専門学校が 加する 学 は、こうした専門 か 先 の知

識・技術をいかに し、それを学校 育に させるのか、 り れるのかという新た

な も生じる。情報セキュリティ分野が今後どの うになっていくのか、あるいはどの

うな知識・技術が生まれてくるのか、そうした 向を知るだけでも専門学校としての

育 やカリキュラ の構築には である。専門学校の従来の 学 は、 に専門

か 先 の知識・技術の 得や 育への に いて が出ている で、新たな

学 の枠組みとして すべきではないだろうか。

図表 新たな 学関 の枠組み

出所：筆者作成

＋

機関

企業

ン ー企業

学

イノ ーション・ コシステ

＋
企 業

専門学校

自

専門学校の 学

学学 ーラ

の

知の

人材の

（ ）情報セキュリティ担当 の育成

くの専門学校では情報セキュリティ担当 を専門 として していない。情報

系 の 育では情報系基礎知識・技術が基本であり学生の関心や興味に基 く を

えればま 基礎知識・技術の 育が 要であるからである。学生が情報セキュリティへの

関心からその分野への を えたときに必要な 学 の機会を え能力向上を図れ

ば良いからである。その 味では は学生の基礎知識・技術の と に向けた 向

を すことが 要な 務となる。

しかし、情報セキュリティは担当業務として知識・技術が にわたり必要とされる社

会・企業・行政の知識が であることから容 に担当技術者が育成できるものではない。

それだけに企業に いても情報系基礎知識・技術の 得度を した から企業内で情

報セキュリティ人材を育成するケース（ ンケート からは 以上）が いが、新

社 の育成そのものに に り組 企業は ない（ ンケート からは 後）。

これは で情報系基礎知識・技術の 得度が 準にあれば良いとする があ

るものと され、新 社 は 社後の 性を て育成することがうかがえる。 まり

社 で情報セキュリティ人材として される知識・技術を 得していれば育成の ロ

セスの確 と 期の能力向上が期待される。

この うなことを えれば、学生の で情報セキュリティ人材として育成することは

があり専門学校に求められることといえる。そしてこうした学生を 育するためには

情報セキュリティを専門 に 育できる の育成が不 である。情報セキュリティ担

当 は、 の ーラ への 加や企業との の機会を し専門 か 先

の知識・技術を していくことが 要である。 に蓄積された情報系知識・技術があ

れば、イノ ーション・ コシステ で された内容の も容 である。こうした情

報セキュリティ担当 をしっかり育成することで学生の情報セキュリティ分野への

度を高め専門 か 先 の知識・技術の に り組 ことが期待される。学生の能力

向上は当 のことであるが、その学生の能力向上を図れる の育成は すべきことで

ある。

以上
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 産学連携教育 の 教育の の  

 
.  

 
本調査では、 o 0 の や （デ タル・トラ スフォー ー ）の進

展により I T 分野の人材 ー が大きく 化してきているという認識のもと調査研 を行

ってきた。その結果、I T の分野において、 I（機 学習など）の 用、情報セキュリテ

ィ基 の整備、ビッグデータ 用、機 （セ ー、 など）からの データ 得 用

の ー が今 年 の で大きく上 することがわかった。そこで、情報 ステム、IoT

およびビッグデータ、I そして情報セキュリティにする関連する人材の 向、人材 ー 、

人材ギャップについて調査し、人材ギャップを めるために専門学校がとるべき教育体

について を行った。本章では、I T 分野における人材 ー の要 に応えるために専門

学校がとるべき教育体 について総 的に する。も ん、人材 ー およびそれに

うギャップは、産業界と全ての高 教育機関が協力し対応すべきであり、専門学校がで

きる対応はその に ないものである。 

 本報告書におけるこれまでの から、 の先進的専門学校を くと、大多 の専門

学校の 存の I T 教育では、 する I T の人材 ー に応えるような教育は不可能であ

ることが らかである。つまり、多くの専門学校のように、 の 2 年 の教育 では、

せい い I T に関わる基本的な知識やスキルの習得ができる けで、現在、情報 ステム、

IoT およびビッグデータ、 I そして情報セキュリティ分野で求められている高度な知識や

スキルの要求には応えることができないことが指摘されている。しかし、どのような教育

を行うかは、全国あるいは の産業界 の ー に大きく されながらも個々の教育

機関の理 と戦 の問題である。したがって、専門学校は、各校の理 に基 いて全国あ

るいは各 の ー に応えるような教育戦 を 急に することが求められている。

本章で する産学連携教育体 も、このような教育戦 を実行するための 手 であり、

どのような産学教育体 が有効化は、どのような教育戦 が されているかに大きく依

存するのである。 

 それでは、専門学校において する I T 分野の人材 ー とギャップにどのように対

応し、どのような効果的な教育体 を整備していく必要があるのであ うか。本章では、

この 題に対して、 に、産学連携体 を に総 的に していくことにする。 

 

. 教育の 教 の 学 の  

 

 化の しい分野では、 な教員不足が生じている。産業界における人材 ー の

化と教員 成のス ー との に大きな が生じるためである。 今のビッグデータや

IoT、AI など先端 IT 分野、あるいは DX の急速な進展は専門学校側に対して、企業現場に

おいて即戦力となる人材の輩出を要求しており、そのための高度な実践的教育の必要性が

高まりつつある。これに対して、これまで専門学校側は、主に ICT 人材に要求される基本

的知識やスキルの習得に主眼を置く教育を施してきた。このことから、多くの専門学校は、

産業界の要求に対応できうる教育リソースを持っていない。設備や教員スタッフの確保、

カリキュラムの整備など、そのほとんどが専門学校単独の力で対応できる教育リソースレ

ベルを遥かに超えている。

今回の調査対象である IoT・ビッグデータ、情報セキュリティのいずれの分野においても

専門学校は優秀な教員の確保に苦慮している。有能な人材は、極端な売り手市場の状況に

なっている。この問題に対しては、個々の専門学校で対応できることと専門学校全体で対

応すべきことを分けて考える必要がある。ここでは、専門学校全体で教員不足に対応する

方法を指摘しておくことにする。 

専門学校全体で教員不足に対応するためには、専門学校のネットワーク組織、例えば全

国専門学校情報教育協会が教員不足に悩む分野に関して、プラットフォームを形成し対応

することである。具体的には、専門学校としてコアとなる科目でありながら有能な教員が

不足していることで当該科目を展開できずに困っているケースでは、専門学校の全国組織

が、優秀な人材に依頼して会員である全国の専門学校向けにネット授業を展開するのであ

る。ネット授業はリアルである必要はなく、ビデオでも構わない。このような対応をとる

ことで、全国の専門学校は個々に教員を採用する問題から解放され、有能な教員の授業を

学生に聴講させることができ、教員不足に対応することが可能となる。 

 

3. 産学連携教育の実施状況 

 

 これまでの各章において産学連携教育の必要性が指摘されてきた。しかし、産学連携教

育は、「産」「学」いずれの側にも実施上の多大な負担が生じることは否めない。このよう

な事実を認識しながらも、産学連携教育を行うのは、「産」「学」それぞれの側に実施のた

めの負担以上の効果があるという期待感が存在するからである。 

 2012 年 3 月に刊行されたみずほ情報総研の「実践的 な IT 人材育成のための産学連携教

育に関する国内外 の事例調査事業報告書」（３および４の調査データは全て同報告書が出

所元である）によると、産学連携教育を実施する期待としては、「産業人材育成への貢献」

「教育機関側との連携関係の強化」「優秀な学生の採用」がそれぞれ上位を占めている。し

かし、上位 2 つの理由については、専門学校側とのギャップはほとんど見られないが、「優

秀な学生の採用」という直接的な理由に関しては、専門学校側が考えるほど企業側の期待

は大きくないという結果が報告されている（企業側が 24，1％に対して専門学校側は 47.7％）。

ICT 情報系分野における産学連携教育の実施状況に関する同調査では、専門学校は 36.9％
が実施しており、これは大学院（63，2％）に比べると産学連携教育の普及度は大幅に低い
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 産学連携教育 の 教育の の  

 
.  

 
本調査では、 o 0 の や （デ タル・トラ スフォー ー ）の進

展により I T 分野の人材 ー が大きく 化してきているという認識のもと調査研 を行

ってきた。その結果、I T の分野において、 I（機 学習など）の 用、情報セキュリテ

ィ基 の整備、ビッグデータ 用、機 （セ ー、 など）からの データ 得 用

の ー が今 年 の で大きく上 することがわかった。そこで、情報 ステム、IoT

およびビッグデータ、I そして情報セキュリティにする関連する人材の 向、人材 ー 、

人材ギャップについて調査し、人材ギャップを めるために専門学校がとるべき教育体

について を行った。本章では、I T 分野における人材 ー の要 に応えるために専門

学校がとるべき教育体 について総 的に する。も ん、人材 ー およびそれに

うギャップは、産業界と全ての高 教育機関が協力し対応すべきであり、専門学校がで

きる対応はその に ないものである。 

 本報告書におけるこれまでの から、 の先進的専門学校を くと、大多 の専門

学校の 存の I T 教育では、 する I T の人材 ー に応えるような教育は不可能であ

ることが らかである。つまり、多くの専門学校のように、 の 2 年 の教育 では、

せい い I T に関わる基本的な知識やスキルの習得ができる けで、現在、情報 ステム、

IoT およびビッグデータ、 I そして情報セキュリティ分野で求められている高度な知識や

スキルの要求には応えることができないことが指摘されている。しかし、どのような教育

を行うかは、全国あるいは の産業界 の ー に大きく されながらも個々の教育

機関の理 と戦 の問題である。したがって、専門学校は、各校の理 に基 いて全国あ

るいは各 の ー に応えるような教育戦 を 急に することが求められている。

本章で する産学連携教育体 も、このような教育戦 を実行するための 手 であり、

どのような産学教育体 が有効化は、どのような教育戦 が されているかに大きく依

存するのである。 

 それでは、専門学校において する I T 分野の人材 ー とギャップにどのように対

応し、どのような効果的な教育体 を整備していく必要があるのであ うか。本章では、

この 題に対して、 に、産学連携体 を に総 的に していくことにする。 

 

. 教育の 教 の 学 の  

 

 化の しい分野では、 な教員不足が生じている。産業界における人材 ー の

化と教員 成のス ー との に大きな が生じるためである。 今のビッグデータや

IoT、AI など先端 IT 分野、あるいは DX の急速な進展は専門学校側に対して、企業現場に

おいて即戦力となる人材の輩出を要求しており、そのための高度な実践的教育の必要性が

高まりつつある。これに対して、これまで専門学校側は、主に ICT 人材に要求される基本

的知識やスキルの習得に主眼を置く教育を施してきた。このことから、多くの専門学校は、

産業界の要求に対応できうる教育リソースを持っていない。設備や教員スタッフの確保、

カリキュラムの整備など、そのほとんどが専門学校単独の力で対応できる教育リソースレ

ベルを遥かに超えている。

今回の調査対象である IoT・ビッグデータ、情報セキュリティのいずれの分野においても

専門学校は優秀な教員の確保に苦慮している。有能な人材は、極端な売り手市場の状況に

なっている。この問題に対しては、個々の専門学校で対応できることと専門学校全体で対

応すべきことを分けて考える必要がある。ここでは、専門学校全体で教員不足に対応する

方法を指摘しておくことにする。 

専門学校全体で教員不足に対応するためには、専門学校のネットワーク組織、例えば全

国専門学校情報教育協会が教員不足に悩む分野に関して、プラットフォームを形成し対応

することである。具体的には、専門学校としてコアとなる科目でありながら有能な教員が

不足していることで当該科目を展開できずに困っているケースでは、専門学校の全国組織

が、優秀な人材に依頼して会員である全国の専門学校向けにネット授業を展開するのであ

る。ネット授業はリアルである必要はなく、ビデオでも構わない。このような対応をとる

ことで、全国の専門学校は個々に教員を採用する問題から解放され、有能な教員の授業を

学生に聴講させることができ、教員不足に対応することが可能となる。 

 

3. 産学連携教育の実施状況 

 

 これまでの各章において産学連携教育の必要性が指摘されてきた。しかし、産学連携教

育は、「産」「学」いずれの側にも実施上の多大な負担が生じることは否めない。このよう

な事実を認識しながらも、産学連携教育を行うのは、「産」「学」それぞれの側に実施のた

めの負担以上の効果があるという期待感が存在するからである。 

 2012 年 3 月に刊行されたみずほ情報総研の「実践的 な IT 人材育成のための産学連携教

育に関する国内外 の事例調査事業報告書」（３および４の調査データは全て同報告書が出

所元である）によると、産学連携教育を実施する期待としては、「産業人材育成への貢献」

「教育機関側との連携関係の強化」「優秀な学生の採用」がそれぞれ上位を占めている。し

かし、上位 2 つの理由については、専門学校側とのギャップはほとんど見られないが、「優

秀な学生の採用」という直接的な理由に関しては、専門学校側が考えるほど企業側の期待

は大きくないという結果が報告されている（企業側が 24，1％に対して専門学校側は 47.7％）。

ICT 情報系分野における産学連携教育の実施状況に関する同調査では、専門学校は 36.9％
が実施しており、これは大学院（63，2％）に比べると産学連携教育の普及度は大幅に低い
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状況であるが、大学や高 専門学校とはほ 同 度の普及 である。産学連携教育の

性（3 年以上）の調査においては、専門学校は 23.1％であり、高 機関 の を見ると、

先 した普及度と同 に、大学院は高い（55.3％）が大学や高 専門学校は低いという同じ

ような 向が見られる。

産学連携教育の の 向に関しては、「現在以上に 大したい」という専門学校が、大

学院（50.0％）、大学（38.1％）、高専（41.0％）と比 して、高 教育機関の で も高く

52.3％となっていることは 目に する。

専門学校における産学連携教育の実施状況を単位 、必 / 、授業の実施形 、実施

コ 、 授業 という から の高 教育機関と比 してみよう。産学連携

授業の認 単位 に関しては、 の高 教育機関が 2 単位というケースが多いのに対して、

専門学校は 5 単位以上というケースが も多く、5 を超えている。産学連携授業が必 か

否かという では、専門学校では 7 が必 科目となっており、 の高 教育機関の 2
以上の となっている。産学連携授業の実施形 、実施コ 、 授業 に関

しても、専門学校は 7 が 単位で実施し、 5 コ 以上（ の機関では コ がもっ

と多い）で、 授業 も 60 以上で、高 教育機関のなかで も多くなっている。

これらのデータから、専門学校は全体として、産学連携教育の実施状況という では、普

及度はそれほど高いとは えない状況であるが、産学連携教育を実施している専門学校に

おいては、その 要性を認識し、極めて に り組んでいる が かび上がってくる。

しかし、産学連携担当組織や担当 の設置状況を調査した結果によると、設置されてい

るのは専門学校ではわずか 18.5%にす ず、大学院（73.7％）、大学（62.6％）、高専（97.4％）

のほかの高 教育機関に比べて 的に低い状況である。つまり、産学連携教育を実施

している専門学校のう 、 が 的に設置された組織や担当 によってではなく、

教員 の個人的な アティ や によって実施されていると考えることができる。

このことは、産学連携教育の 進に関する組織的 への 状況に関するデータからも

知ることができる。つまり、産学連携教育の 進に関する組織的 へ していると回

したのは、専門学校では 10.8％に まっており、 の高 教育機関の で 低の で

あることが報告されている。しかし、このような個人の や に依存する連携には

界があり、今 、産学連携教育を現在以上に 大したいという専門学校の 向を実現する

ためには解 しなければならない 題である。というのは、産学連携教育を実施する の

題に関する調査によると、専門学校では「連携企業を見つけるのが しい」「担当教員の

負担が大きい」「連携企業にとっての負担が大きい」という理由が上位に上がっており、こ

れらの 題を するためには産学連携担当組織や専 の担当 の設置が要 されるので

ある。

に、産学連携教育の としては。専門学校では「実 に つ ・スキルが習

得できる」（78.7％）、「それまでに学習した内 を実践できる」（58.7％）、「実 の を体

することができる」（53.3％）という理由が上位を占めるが、 の高 教育機関との対比

では、「それまでに学習した内 を実践できる」と「実 の を体 することができる」

という理由が、 の高 教育機関よりもはるかに多いという がある。しかも、産学連

携教育は、学生の での人 が高いことが報告されている。

  

. 産学連携教育の 状況 

 

に産学連携教育といっても多 なやり方がある。教育手法としては、 学、グルー

プ 習、個人 習、 ター ップ、 o 、 の形

が、産学連携教育主体の多 性としては企業と学生、企業と教員、企業と学校、企業、大

学（大学院、研 機関）、専門学校の連携（産学学連携教育）、そして産学連携教育体 の

体系性としては、ア ックな産学連携教育、企業と学校の産学連携組織の関係をベース

にした産学連携教育、学校と企業が協同してカリキュラムの構成から実施まで体系的に展

開する産学連携教育（ 業実践専門 ）、といったように多 な産学連携教育の方法が存

在する。 

産学連携教育において、専門学校が採用している教育手法を見てみると のような

が存在する。産学連携教育において、専門学校は の教育機関と比 してグループ 習や

個人 習といった教育手法を に展開しているということが報告されている（みずほ情

報総研、2012）。当報告書によると、グループ 習に関しては 0 0％の専門学校が産学連携

教育として採用しており、大学院（ 0 0％）、大学（ 3 ％）、高専（ 1％）と比べて

に多いことがわかる。また、個人 習についても、専門学校では 3 3％の学校で採用さ

れており、大学院（32 ％）、大学（23 ％）、高専（ 2 ％）の採用 に比 して多い。

これと対 的なのが 学である。専門学校が 学において産学連携教育を 用している

は 2 ％にす ず、大学院の ％、大学の ％、高専の 0 ％と比 すると

的に ないことが理解できる。 については、上 全ての教育機関において 30％強の

で産学連携教育が行われており、高専が 1％と 多く産学連携教育が展開されてい

る を くと大きな はない。つまり、産学連携教育の手法に関していえば、専門学校

は 習 の産学連携教育を展開しているということができる。 

に、連携教育の 手先を見てみると、専門学校の連携先として多いのが「 の企業 」

「 産業 体・業界 体」「 の教育機関」となっており、産学連携に えて学学連携と

いう体 にも を う必要があることがわかる。 

 

. 産学連携教育 の 実  

 

 1 業実践専門 の 要 

これまでの章において、産学連携教育としての 業実践専門 の と事例について

及されてきた。「 業実践専門 」は、専門学校のう 、企業 と 接に連携して、
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状況であるが、大学や高 専門学校とはほ 同 度の普及 である。産学連携教育の

性（3 年以上）の調査においては、専門学校は 23.1％であり、高 機関 の を見ると、

先 した普及度と同 に、大学院は高い（55.3％）が大学や高 専門学校は低いという同じ

ような 向が見られる。

産学連携教育の の 向に関しては、「現在以上に 大したい」という専門学校が、大

学院（50.0％）、大学（38.1％）、高専（41.0％）と比 して、高 教育機関の で も高く

52.3％となっていることは 目に する。

専門学校における産学連携教育の実施状況を単位 、必 / 、授業の実施形 、実施

コ 、 授業 という から の高 教育機関と比 してみよう。産学連携

授業の認 単位 に関しては、 の高 教育機関が 2 単位というケースが多いのに対して、

専門学校は 5 単位以上というケースが も多く、5 を超えている。産学連携授業が必 か

否かという では、専門学校では 7 が必 科目となっており、 の高 教育機関の 2
以上の となっている。産学連携授業の実施形 、実施コ 、 授業 に関

しても、専門学校は 7 が 単位で実施し、 5 コ 以上（ の機関では コ がもっ

と多い）で、 授業 も 60 以上で、高 教育機関のなかで も多くなっている。

これらのデータから、専門学校は全体として、産学連携教育の実施状況という では、普

及度はそれほど高いとは えない状況であるが、産学連携教育を実施している専門学校に

おいては、その 要性を認識し、極めて に り組んでいる が かび上がってくる。

しかし、産学連携担当組織や担当 の設置状況を調査した結果によると、設置されてい

るのは専門学校ではわずか 18.5%にす ず、大学院（73.7％）、大学（62.6％）、高専（97.4％）

のほかの高 教育機関に比べて 的に低い状況である。つまり、産学連携教育を実施

している専門学校のう 、 が 的に設置された組織や担当 によってではなく、

教員 の個人的な アティ や によって実施されていると考えることができる。

このことは、産学連携教育の 進に関する組織的 への 状況に関するデータからも

知ることができる。つまり、産学連携教育の 進に関する組織的 へ していると回

したのは、専門学校では 10.8％に まっており、 の高 教育機関の で 低の で

あることが報告されている。しかし、このような個人の や に依存する連携には

界があり、今 、産学連携教育を現在以上に 大したいという専門学校の 向を実現する

ためには解 しなければならない 題である。というのは、産学連携教育を実施する の

題に関する調査によると、専門学校では「連携企業を見つけるのが しい」「担当教員の

負担が大きい」「連携企業にとっての負担が大きい」という理由が上位に上がっており、こ

れらの 題を するためには産学連携担当組織や専 の担当 の設置が要 されるので

ある。

に、産学連携教育の としては。専門学校では「実 に つ ・スキルが習

得できる」（78.7％）、「それまでに学習した内 を実践できる」（58.7％）、「実 の を体

することができる」（53.3％）という理由が上位を占めるが、 の高 教育機関との対比

では、「それまでに学習した内 を実践できる」と「実 の を体 することができる」

という理由が、 の高 教育機関よりもはるかに多いという がある。しかも、産学連

携教育は、学生の での人 が高いことが報告されている。

  

. 産学連携教育の 状況 

 

に産学連携教育といっても多 なやり方がある。教育手法としては、 学、グルー

プ 習、個人 習、 ター ップ、 o 、 の形

が、産学連携教育主体の多 性としては企業と学生、企業と教員、企業と学校、企業、大

学（大学院、研 機関）、専門学校の連携（産学学連携教育）、そして産学連携教育体 の

体系性としては、ア ックな産学連携教育、企業と学校の産学連携組織の関係をベース

にした産学連携教育、学校と企業が協同してカリキュラムの構成から実施まで体系的に展

開する産学連携教育（ 業実践専門 ）、といったように多 な産学連携教育の方法が存

在する。 

産学連携教育において、専門学校が採用している教育手法を見てみると のような

が存在する。産学連携教育において、専門学校は の教育機関と比 してグループ 習や

個人 習といった教育手法を に展開しているということが報告されている（みずほ情

報総研、2012）。当報告書によると、グループ 習に関しては 0 0％の専門学校が産学連携

教育として採用しており、大学院（ 0 0％）、大学（ 3 ％）、高専（ 1％）と比べて

に多いことがわかる。また、個人 習についても、専門学校では 3 3％の学校で採用さ

れており、大学院（32 ％）、大学（23 ％）、高専（ 2 ％）の採用 に比 して多い。

これと対 的なのが 学である。専門学校が 学において産学連携教育を 用している

は 2 ％にす ず、大学院の ％、大学の ％、高専の 0 ％と比 すると

的に ないことが理解できる。 については、上 全ての教育機関において 30％強の

で産学連携教育が行われており、高専が 1％と 多く産学連携教育が展開されてい

る を くと大きな はない。つまり、産学連携教育の手法に関していえば、専門学校

は 習 の産学連携教育を展開しているということができる。 

に、連携教育の 手先を見てみると、専門学校の連携先として多いのが「 の企業 」

「 産業 体・業界 体」「 の教育機関」となっており、産学連携に えて学学連携と

いう体 にも を う必要があることがわかる。 

 

. 産学連携教育 の 実  

 

 1 業実践専門 の 要 

これまでの章において、産学連携教育としての 業実践専門 の と事例について

及されてきた。「 業実践専門 」は、専門学校のう 、企業 と 接に連携して、
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の実 の知識・ ・ 能を に けられる実践的な 業教育に り組む学科を 科

学大 が「 業実践専門 」として認 するものである。 
 業実践専門 は、 年（ 成 年） 月に 科学 の協力 会 で たな 組

みの を生かした先 的 行として が行われ、「 業実践専門 」の 設を り

ん 報告をまとめ、同年 月 「専 学校の専門 における 業実践専門 の認

に関する （ 科学 告 ）」が ・施行された。 
 「 業実践専門 」と認 されている専門学校の学科の は、 企業 が する

「教育 成 員会」を設置してカリキュラムを 成している。 企業 と連携して、 
習・実習 の授業を実施している。 企業 と連携して、 の実 や指 力を 得する

ための教員研 を実施している。 企業 が して学校 を実施している。  学校の

カリキュラムや教 員 について で情報 している、などが となっており、

の大学教育との を にしている。 
業実践専門 の認 要 は以 の りである。 

（ ） 業年 が 年以上であること。 
（ ）専 分野に関する企業 との連携体 を確保して、授業科目の開設その の教育

の 成を行っていること。 
（ ） 企業 と連携して、実習、実 、実 は 習の授業を行っていること。 
（ ）全 の の要 が、 以上であるか、 単位以上であること。 
（ ）企業 と連携して、教員に対し、専 分野における実 に関する研 を組織的に行っ

ていること 
（ ）学校教育法施行 において 用する同 に める を

行い、その結果を していること。 
（ ） の を行うに当たっては、当該 専 学校の関係 として企業 の 員 は

員を させていること。 
（ ）企業 との連携及び協力の 進に するため、企業 に対し、当該専 学校の教育

その の学校 の状況に関する情報を していること。 
  
  業実践専門 の事例 テク ー専門学校における連携教育 
 連携教育において，実践的な連携教育が機能的に実現するためにはどうすればよいのか

が必要となるのか 教育理 を めた全体的理 が 有され，それを具体的に実現する

ためには体系的な教育体 の構 が必要となる  
ここでは専門学校と 的研 機関における「学学連携」としての教育事例として，

テク ー専門学校 オテク ー学科と産業 総 研 所 セ タ

ーとの「 オテク ャ 育成事業」のプ セスを分 することにより，体系的な教育

体 の構 に必要な要 を する  
（ ） テク ー専門学校（ 学 グループ 学校法人 産業 学 ）の

要 
 テク ー専門学校は， 市 み野を所在 として，学校法人産

業 学 が設置しており， の理 のもとに全国に 校の専門学校を展開し大 に本

を置く， 学 グループの構成法人である  
テク ー専門学校の教育理 は，「 業人教育を じて 会に貢献する」

ことを とし， つの 学の理 として「実学教育」「人 教育」「国 教育」を教育の

とした，業界に直結した 業人の 成を実践する高 教育機関である  
また，「学生・保 からの 頼」「高 学校からの 頼」「業界からの 頼」「 から 

の 頼」の つの 頼を得ることを学校 の基本方 としている（ ）  
 
 

 テク ー専門学校の つの 学理 と つの 頼 

 
            出所 テク ー専門学校  

（ ） 
 
このような理 と方 のもと、 産 学協同教育 で，産業界で するリー ー ップ

を できる人材を 成し， 生に貢献することを目的としている また，業界との

連携を じて，業界の求める人材 を したうえで，学科の教育内 との を調査し，

業界 ー に確実に応えられる教育目 ・育成人材 を設 ，業界との連携と業界 ー

に ったカリキュラムを構 して， 人 とりの学生の可能性を 大 に開 させる教育

プ グラムを行っている  
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ん 報告をまとめ、同年 月 「専 学校の専門 における 業実践専門 の認

に関する （ 科学 告 ）」が ・施行された。 
 「 業実践専門 」と認 されている専門学校の学科の は、 企業 が する

「教育 成 員会」を設置してカリキュラムを 成している。 企業 と連携して、 
習・実習 の授業を実施している。 企業 と連携して、 の実 や指 力を 得する

ための教員研 を実施している。 企業 が して学校 を実施している。  学校の

カリキュラムや教 員 について で情報 している、などが となっており、

の大学教育との を にしている。 
業実践専門 の認 要 は以 の りである。 

（ ） 業年 が 年以上であること。 
（ ）専 分野に関する企業 との連携体 を確保して、授業科目の開設その の教育

の 成を行っていること。 
（ ） 企業 と連携して、実習、実 、実 は 習の授業を行っていること。 
（ ）全 の の要 が、 以上であるか、 単位以上であること。 
（ ）企業 と連携して、教員に対し、専 分野における実 に関する研 を組織的に行っ

ていること 
（ ）学校教育法施行 において 用する同 に める を

行い、その結果を していること。 
（ ） の を行うに当たっては、当該 専 学校の関係 として企業 の 員 は

員を させていること。 
（ ）企業 との連携及び協力の 進に するため、企業 に対し、当該専 学校の教育

その の学校 の状況に関する情報を していること。 
  
  業実践専門 の事例 テク ー専門学校における連携教育 
 連携教育において，実践的な連携教育が機能的に実現するためにはどうすればよいのか

が必要となるのか 教育理 を めた全体的理 が 有され，それを具体的に実現する

ためには体系的な教育体 の構 が必要となる  
ここでは専門学校と 的研 機関における「学学連携」としての教育事例として，

テク ー専門学校 オテク ー学科と産業 総 研 所 セ タ

ーとの「 オテク ャ 育成事業」のプ セスを分 することにより，体系的な教育

体 の構 に必要な要 を する  
（ ） テク ー専門学校（ 学 グループ 学校法人 産業 学 ）の

要 
 テク ー専門学校は， 市 み野を所在 として，学校法人産

業 学 が設置しており， の理 のもとに全国に 校の専門学校を展開し大 に本

を置く， 学 グループの構成法人である  
テク ー専門学校の教育理 は，「 業人教育を じて 会に貢献する」

ことを とし， つの 学の理 として「実学教育」「人 教育」「国 教育」を教育の

とした，業界に直結した 業人の 成を実践する高 教育機関である  
また，「学生・保 からの 頼」「高 学校からの 頼」「業界からの 頼」「 から 

の 頼」の つの 頼を得ることを学校 の基本方 としている（ ）  
 
 

 テク ー専門学校の つの 学理 と つの 頼 

 
            出所 テク ー専門学校  

（ ） 
 
このような理 と方 のもと、 産 学協同教育 で，産業界で するリー ー ップ

を できる人材を 成し， 生に貢献することを目的としている また，業界との

連携を じて，業界の求める人材 を したうえで，学科の教育内 との を調査し，

業界 ー に確実に応えられる教育目 ・育成人材 を設 ，業界との連携と業界 ー

に ったカリキュラムを構 して， 人 とりの学生の可能性を 大 に開 させる教育

プ グラムを行っている  
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（ ）学校の  
テク ー専門学校の を に す  

 
2 テク ー専門学校の  

 
1 年 月 学校法人産業 学 設 ， テク ー専門学校設置を 知事に  

1 年 12月 知事により認可 学事 02  

1 年 月 開校 生 学 科・ 用 科・人 知能科・ 書科の 学科を開設 

1 年 月 業科を開設 

1 0年 月 学 科・情報 理科開設 

1 1年 月 能 学科 生大 指 学科 開設 

1 2年 月 学科 生大 指 学科 ， 急 学科 生大 指 学科 開設 

1 3年 月 情報 理に ームクリ ターコース， 書科に コースを開設 

1 年 月 保育 科 大学 期大学と を開設 

1 年 月 学 科 設大 認 開設， 能 学科が 大学 期大学との を開  

1 年 月 急 学科の 員を 0 から 0 に  

1 年 月 急 学科を3年 へ，さらに 員を 0 から 0 に  

1 年 月 ットビ ネス科・ 学 学科 生大 指 学科 ・ 科 生 学科 生大 指 学科 の3

学科を開設 

2001年 月 科 生 学科を 学に  

2002年 月 生 学 科を オテク ー科へ  

  整 学科 生 大 指 学科 ， 学科 生 大 指 学科 を開設 

  急 学科の 員 0 から100 に  

  学 学科の 員30 から 0 に  

2003年 月 コ・コ ュ ケー 専門学校を開校 

ットビ ネス科を コ・コ ュ ケー 専門学校開校に い  

  整 学科 生 大 指 学科 ， 学科 生 大 指 学科 を開設 

  保育 科 保 コース開講 

  能 学科 員を30 から 0 に  

200 年 月 科 生 学科を3年 へ 

  情報 理 専 科を開設 

200 年 月 情報 ステム科3コースより コースに  

  具 学科 生 大 指 学科 開設 

  学科 業生 学開  

  ア ト ア学科を ービス学科へ コ・コ ュ ケー 専門学校  

  ットビ ネス学科に ットビ ネス専 科を開設 コ・コ ュ ケー 専門学校  

200 年 10月 学生レストラ をラ・デュース み野 有 人 ーム 内に開設 

200 年 月 オテク ー科 年 を開設 

  本 学科を開設 コ・コ ュ ケー 専門学校  

200 年 月 テク・アスリートクラ より が オリ ックに 本 として出場

100  

200 年 月 オテク ー科３年 を オテク ー学科３年 へ  

  オテク ー科４年 を オテク ー学科４年 へ  

2010年 12月 ア・アリー  

2011年 月 ス ー 学科を開設 

  キャリアデ ・ 員学科を開設 

  ット学科を開設 コ・コ ュ ケー 専門学校  

  学科を開設 コ・コ ュ ケー 専門学校  

  学科を開設 コ・コ ュ ケー 専門学校  

2012年 月 コ・コ ュ ケー 専門学校が コ・ 専門学校に  

  コ・コ ュ ケー 専門学校 本 学科を， テク ー専門学校に  

2012年 月 テク・アスリートクラ より が オリ ックに 本 として出場 

2013年 月 テク ー専門学校ス ー 学科， 整 学科， 学科の3学科が 

ディカル・ス ー 専門学校として分 独  

2013年 月 オテク ー学科実習 をリ ューアル 

201 年3月 テク ー専門学校11学科が 科学 より「 業実践専門 」に認  

  オテク ー学科（３年 ） オテク ー学科（４年 ）情報 ステム学科 ディカル

ステム学科 ども・ここ 学科 能 学科 学科 急 学科 学 学科 科 生

学科 具 学科 

201 年 月 オテク ー学科（3年 ）を オテク ー学科へ  

  オテク ー学科（ 年 ）が 科学科に  

  本校が指 理 となり 育て 施設「フーレめ みの」開設 

201 年 月 オテク ー学科４年 科 

  内 の ス ー プ フ ッ ル ー ー専 ，プ ク ッ グ専 を 設  

  IT ディア学科 ーム実習 を 設 

201 年 月 内 の ー 専 を 設 

201 年 月 ュレー セ ター 設 

 
           出所 テク ー専門学校  

 

（ o ） 
 

の から，当校は、 会の要 に応える学科を 々と設置し， 展させてきた

ことが み れる これは業界や 会の ー に対応できる を くことができる人材

を育成するという考えを させているからである  
 
（３）その の 及び  

 年  月、本校は 市と「 連携協 」及び「 における協力体 に

関する協 」を 結した。この協 を じて、 を とする ラ の企 ・開 ，

育て ， 貢献及び， の の 協力をすることを確認し い，本学 が

生， 貢献に 出 る体 を整えた。これにより たな連携教育の展開も期待

できるとこ である  
 
（４） オテク ー学科と産業総 研 所 セ ターとの連携による オ

テク ャ 育成 
事例研 での分 対象である オテク ー学科に関する を から

し に す  
 

 オテク ー学科の  
 

1987 年 9 月 学校法人産業技術学園設立 

 北海道ハイテクノロジー専門学校設置を北海道知事に申請 

1987 年 12 月 北海道知事により認可(学事第 702 号) 

1988 年 4 月 開校 

 生命工学技術科・医用電子科・人工知能科・秘書科の 4 学科を開設 

2002 年 4 月 生命工学技術科をバイオテクノロジー科へ改称 
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1 年 月 急 学科の 員を 0 から 0 に  

1 年 月 急 学科を3年 へ，さらに 員を 0 から 0 に  

1 年 月 ットビ ネス科・ 学 学科 生大 指 学科 ・ 科 生 学科 生大 指 学科 の3

学科を開設 

2001年 月 科 生 学科を 学に  

2002年 月 生 学 科を オテク ー科へ  

  整 学科 生 大 指 学科 ， 学科 生 大 指 学科 を開設 

  急 学科の 員 0 から100 に  

  学 学科の 員30 から 0 に  

2003年 月 コ・コ ュ ケー 専門学校を開校 

ットビ ネス科を コ・コ ュ ケー 専門学校開校に い  

  整 学科 生 大 指 学科 ， 学科 生 大 指 学科 を開設 

  保育 科 保 コース開講 

  能 学科 員を30 から 0 に  

200 年 月 科 生 学科を3年 へ 

  情報 理 専 科を開設 

200 年 月 情報 ステム科3コースより コースに  

  具 学科 生 大 指 学科 開設 

  学科 業生 学開  

  ア ト ア学科を ービス学科へ コ・コ ュ ケー 専門学校  

  ットビ ネス学科に ットビ ネス専 科を開設 コ・コ ュ ケー 専門学校  

200 年 10月 学生レストラ をラ・デュース み野 有 人 ーム 内に開設 

200 年 月 オテク ー科 年 を開設 

  本 学科を開設 コ・コ ュ ケー 専門学校  

200 年 月 テク・アスリートクラ より が オリ ックに 本 として出場

100  

200 年 月 オテク ー科３年 を オテク ー学科３年 へ  

  オテク ー科４年 を オテク ー学科４年 へ  

2010年 12月 ア・アリー  

2011年 月 ス ー 学科を開設 

  キャリアデ ・ 員学科を開設 

  ット学科を開設 コ・コ ュ ケー 専門学校  

  学科を開設 コ・コ ュ ケー 専門学校  

  学科を開設 コ・コ ュ ケー 専門学校  

2012年 月 コ・コ ュ ケー 専門学校が コ・ 専門学校に  

  コ・コ ュ ケー 専門学校 本 学科を， テク ー専門学校に  

2012年 月 テク・アスリートクラ より が オリ ックに 本 として出場 

2013年 月 テク ー専門学校ス ー 学科， 整 学科， 学科の3学科が 

ディカル・ス ー 専門学校として分 独  

2013年 月 オテク ー学科実習 をリ ューアル 

201 年3月 テク ー専門学校11学科が 科学 より「 業実践専門 」に認  

  オテク ー学科（３年 ） オテク ー学科（４年 ）情報 ステム学科 ディカル

ステム学科 ども・ここ 学科 能 学科 学科 急 学科 学 学科 科 生

学科 具 学科 

201 年 月 オテク ー学科（3年 ）を オテク ー学科へ  

  オテク ー学科（ 年 ）が 科学科に  

  本校が指 理 となり 育て 施設「フーレめ みの」開設 

201 年 月 オテク ー学科４年 科 

  内 の ス ー プ フ ッ ル ー ー専 ，プ ク ッ グ専 を 設  

  IT ディア学科 ーム実習 を 設 

201 年 月 内 の ー 専 を 設 

201 年 月 ュレー セ ター 設 

 
           出所 テク ー専門学校  

 

（ o ） 
 

の から，当校は、 会の要 に応える学科を 々と設置し， 展させてきた

ことが み れる これは業界や 会の ー に対応できる を くことができる人材

を育成するという考えを させているからである  
 
（３）その の 及び  

 年  月、本校は 市と「 連携協 」及び「 における協力体 に

関する協 」を 結した。この協 を じて、 を とする ラ の企 ・開 ，

育て ， 貢献及び， の の 協力をすることを確認し い，本学 が

生， 貢献に 出 る体 を整えた。これにより たな連携教育の展開も期待

できるとこ である  
 
（４） オテク ー学科と産業総 研 所 セ ターとの連携による オ

テク ャ 育成 
事例研 での分 対象である オテク ー学科に関する を から

し に す  
 

 オテク ー学科の  
 

1987 年 9 月 学校法人産業技術学園設立 

 北海道ハイテクノロジー専門学校設置を北海道知事に申請 

1987 年 12 月 北海道知事により認可(学事第 702 号) 

1988 年 4 月 開校 

 生命工学技術科・医用電子科・人工知能科・秘書科の 4 学科を開設 

2002 年 4 月 生命工学技術科をバイオテクノロジー科へ改称 
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2008 年 4 月 バイオテクノロジー科 4 年 を開設 

2009 年 4 月 バイオテクノロジー科 年 をバイオテクノロジー学科 年 へ改称 

 バイオテクノロジー科 4 年 をバイオテクノロジー学科 4 年 へ改称 

201 年 7 月 バイオテクノロジー学科 を ー  

2014 年 月 北海道ハイテクノロジー専門学校 11 学科 科学 より 業 専門 に認  

 

バイオテクノロジー学科 年 バイオテクノロジー学科 4 年  

テ 学科 テ 学科 子 ・ 学科 能 学科 学科  

命 学科 工学技 学科 科 生 学科 学科 

2014 年 4 月 バイオテクノロジー学科 年 をバイオテクノロジー学科へ改称 

 バイオテクノロジー学科 4 年 科学科に改称 

2017 年 4 月 バイオテクノロジー学科 4 年 科 

 
出所 テク ー専門学校 から  

 
（ o ） 

 
 国 研 開 法人 産業 総 研 所との連携教育による オテク ャ 育成事

業の 要とは のようなものである。 
 
  産総研 セ ターは，2003 年より テク ー専門学校と連携 

し，研 現場を える優れた オテク ャ の 成に り組んでいます  

成 優秀な専門学校生を 年 2 度 け れ，生 プ セス研 門のいず 

れかの研 に所 してもらい， 先端の研 でスキルを につけながら  

業研 をする「 オテク ャ 成コース」を設置 専門学校生は 1 年強  

2 年強にわたり， 産総研に います 業 は産総研や企業で オテク 

ャ として するほか，大学院に進学し研 の へ進ん 学生もいるな 

ど大きな成果をあ ています   

出所 「産総研は人を育てる」 

 

）産業 総 研 所との連携教育の まり 

テク ー専門学校と産業 総 研 所との連携教育は、2003 年に

テク ー専門学校の所在 である 市 み野に産総研の当 の所 が

しており， 内会行事の場において当 の テク ー専門学校 理事

との から まった。そこで、 業研 の に， し高度なことをさせたいという

ことで， 業 会に産総研所 を 待したことで「もっと連携を進めまし う」とい

うことになりスタートしたものである。 

 

） オテク ャ 育成事業の 組み 
学生は、 回のう 1 回は専門学校に 校する カリキュラムは、 回は産総研

に行くことを に、 ない人 ではあるが外 研 コースとしてのカリキュラムを構

している 1 回の 校 には， の ・ タルケアあるいは 学 を ける

ことになる。 

りの は全て産総研の研 へ行き，単位が 得できるように 1 コ の

が当てられている。例えば、たまたま に実 があるから を みにする

とか，あるいは 1 で実 が わったので るとかは現場の に せている。 

 
・産業 総 研 所における オテク ャ 成コースの れは の りである 

1 月 見学，産総研の 門研 担当 からの 人 当 の学生を専門学校が

し，産総研 セ ターの研 が セ ターを 専門学校の研

の先輩が研 を 内し をする  

2 月 セ ターでの研 を  

     接を ける学生が される 

3 月 研 による の 接（即 ） 

（ け れたい産総研の研 が手をあ て 接を直接する） 

月 セ ターの採用された各 門の研 において研 スタート 

年 3 月 セ ターで研  

 
研 生の け れは 門 の で行っており、 け れに当たっては 接が とな

っている。 

産総研での成 は， の のみである ， 業研 の成果として「 業

会」が市 にも 開される形で開 される。その 会での 優秀 は産総研で研

した学生が することが多いことが みとなっている。 

また， テク ー専門学校は，「学力ではなく 会に出てからの人 力を育てたい」

との いが強いことから， スのレベルというよりは， 分なりの ャレ ，

に対して高い をしている  

連携教育に当たって組織 の は 結せずに、 指 としての で実施している

のが である。た ，学生の 全と 機・事 に対する対応などは 化してある

け れる研 先の産総研としても実 には事 が こるリスクは否めなく，保 に す

ることを要 している  

 

３）連携成 の理由 

・ オテク ャ の が 確で、専門学校生にうまく ッ したこと 

 当 ，産総研での研 所においては，専門学校生の け れは必要ないということで研
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2008 年 4 月 バイオテクノロジー科 4 年 を開設 

2009 年 4 月 バイオテクノロジー科 年 をバイオテクノロジー学科 年 へ改称 

 バイオテクノロジー科 4 年 をバイオテクノロジー学科 4 年 へ改称 

201 年 7 月 バイオテクノロジー学科 を ー  

2014 年 月 北海道ハイテクノロジー専門学校 11 学科 科学 より 業 専門 に認  

 

バイオテクノロジー学科 年 バイオテクノロジー学科 4 年  

テ 学科 テ 学科 子 ・ 学科 能 学科 学科  

命 学科 工学技 学科 科 生 学科 学科 

2014 年 4 月 バイオテクノロジー学科 年 をバイオテクノロジー学科へ改称 

 バイオテクノロジー学科 4 年 科学科に改称 

2017 年 4 月 バイオテクノロジー学科 4 年 科 

 
出所 テク ー専門学校 から  

 
（ o ） 

 
 国 研 開 法人 産業 総 研 所との連携教育による オテク ャ 育成事

業の 要とは のようなものである。 
 
  産総研 セ ターは，2003 年より テク ー専門学校と連携 

し，研 現場を える優れた オテク ャ の 成に り組んでいます  

成 優秀な専門学校生を 年 2 度 け れ，生 プ セス研 門のいず 

れかの研 に所 してもらい， 先端の研 でスキルを につけながら  

業研 をする「 オテク ャ 成コース」を設置 専門学校生は 1 年強  

2 年強にわたり， 産総研に います 業 は産総研や企業で オテク 

ャ として するほか，大学院に進学し研 の へ進ん 学生もいるな 

ど大きな成果をあ ています   

出所 「産総研は人を育てる」 

 

）産業 総 研 所との連携教育の まり 

テク ー専門学校と産業 総 研 所との連携教育は、2003 年に

テク ー専門学校の所在 である 市 み野に産総研の当 の所 が

しており， 内会行事の場において当 の テク ー専門学校 理事

との から まった。そこで、 業研 の に， し高度なことをさせたいという

ことで， 業 会に産総研所 を 待したことで「もっと連携を進めまし う」とい

うことになりスタートしたものである。 

 

） オテク ャ 育成事業の 組み 
学生は、 回のう 1 回は専門学校に 校する カリキュラムは、 回は産総研

に行くことを に、 ない人 ではあるが外 研 コースとしてのカリキュラムを構

している 1 回の 校 には， の ・ タルケアあるいは 学 を ける

ことになる。 

りの は全て産総研の研 へ行き，単位が 得できるように 1 コ の

が当てられている。例えば、たまたま に実 があるから を みにする

とか，あるいは 1 で実 が わったので るとかは現場の に せている。 

 
・産業 総 研 所における オテク ャ 成コースの れは の りである 

1 月 見学，産総研の 門研 担当 からの 人 当 の学生を専門学校が

し，産総研 セ ターの研 が セ ターを 専門学校の研

の先輩が研 を 内し をする  

2 月 セ ターでの研 を  

     接を ける学生が される 

3 月 研 による の 接（即 ） 

（ け れたい産総研の研 が手をあ て 接を直接する） 

月 セ ターの採用された各 門の研 において研 スタート 

年 3 月 セ ターで研  

 
研 生の け れは 門 の で行っており、 け れに当たっては 接が とな

っている。 

産総研での成 は， の のみである ， 業研 の成果として「 業

会」が市 にも 開される形で開 される。その 会での 優秀 は産総研で研

した学生が することが多いことが みとなっている。 

また， テク ー専門学校は，「学力ではなく 会に出てからの人 力を育てたい」

との いが強いことから， スのレベルというよりは， 分なりの ャレ ，

に対して高い をしている  

連携教育に当たって組織 の は 結せずに、 指 としての で実施している

のが である。た ，学生の 全と 機・事 に対する対応などは 化してある

け れる研 先の産総研としても実 には事 が こるリスクは否めなく，保 に す

ることを要 している  

 

３）連携成 の理由 

・ オテク ャ の が 確で、専門学校生にうまく ッ したこと 

 当 ，産総研での研 所においては，専門学校生の け れは必要ないということで研
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同 で け れを し けあっていたこともあったが， オ系は実 が必要とな

るので実 として オテク ャ が必要であった。実 に け れてみると専門

学校生のコ コ と 目にデータを る が され、それによって実 もはかどる

ことから、現在では，産総研の研 は でも てほしいとの が出る状況であ

る。  

 

・産総研が連携大学院を していることでの オテク ャ 育成事業への リット 

産総研が連携大学院を していることで、実 ームの 員としての大学院生とは

なる オテク ャ として 確な を えられることから、産総研の研 も専門

学校の学生も 方に リットがある の関係が構 される。また，年 の い大学

院生が同じ研 にいることで も になり，専門学校生の ベー につなが

っている。 

 

・組織としての の 確化 

 産総研として専門学校生を け れる の 事 は、 先の を求められるこ

とであった。しかし、 テク ー専門学校が 1 の 校 の に を持

って対応することで産総研としての の 確化が られ，実 実習に することがで

き い形で機能する要 となっている 産総研では，この の 確化がなければ で

きなかったと考えている。 

テク ー専門学校としては， 指 ， タルケアを学生にすること

は本 の業 であるとの認識から， にこの の 確化がことさらに 要な

トであるとの認識は かった  

 

・大学院進学への セ ティ  

産総研 セ ターの連携大学院である 大学大学院分 応用科学研 に 2

の学生が テク ー専門学校 オテク ャ 成コースを て 学している。

専門学校 大学（ ， 産総研で大学 年生 業実習も） 連携大学院（産総研） ・

へのルートがあり，例えば 200 年度 業生（ テク）の学生は 年 （専門学校 2 年

，大学院 年 ）産総研に った。 

 

・ 報 での連携 

テク ー専門学校のオープ キャ スの に スで産総研の研 所を見学し， 

学すれば研 所（産総研）に られることを する。このことによって，専門学校に

期待を持つ となっている  

 

・実施・ の 用と負担 

研 は産総研で負担している き んとデータを出し、 オテク ャ の を

果たしてもらえれば、事業の の 用は負担しても いとの考えが産総研側にはある。

専門学校生の 行には 足しており，実 に結果が っている。 

しかし，産総研では可能であれば学生 人当たり 10 くらいの研 があると 体

がさらに整えやすいとの要 はある  

 

４）連携に関する 題 

・成 事例としての産総研の なる 題と展開 

科学科（ オテク ー学科 年 ）では，高度専門 となることで直接大

学院に進学できる体 であったが（3 年 は に 科されており）， 年 も在校生が 業

すると 科される（現在の 年生の 業まで） このような状況で，産総研としては オ

テク ャ （実習 ）の必要性からも、この成 事例の を 用し， 内の

オ系専門学校に を持 かけることも考えている  

 しかし， 方の学校との連携には のような 題が存在する  

から スでくることは可能であるが， や といった 方の学校とは しい（

に む必要がある）。 的なことが になるので， 施設がないと 以外か

らは しいと考えられる。 

 また， に関する 題も存在する テク ー専門学校の 業

会は， 市 会 で大々的に市 にもオープ で実施されるため，産総研での研 内

を するのが問題となることもあるからである  

専門学校生の オテク ャ 成においては実 のデータ が目的であるため，

のテー でもなくてもよいが， の生じる 開のテー ，企業からのテー

は 開できないことが多く， ができないという が生じる可能性があることを考慮

する必要がある（内 のためのク ー な学内での は いの が）   

 

） オテク ャ 育成事業以外での テク専門学校と産総研とのつながり 

育成事業とは に，産業 総 研 所 セ ターからは， 科学 の 業実践

専門 の認 を けたプ グラムに 講 の講 を している また，産業 総

研 所が，学校法人産業 学 の先生方に向けた講 も行っている このような連携

から の学生への ，教員とのつながりの場が形成されることによって育成事業に

も を えている  

 

） テク ー専門学校の産学 連携教育の体  

 同校には産学 連携教育を担当する はなく、産学連携は学科 に教員が開 ，情報

を めて進めている  

 同校は、「産学 協同教育」という教育理 に基 いて連携教育を行う のようなルール
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同 で け れを し けあっていたこともあったが， オ系は実 が必要とな
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を設けている。 

 業研 で できる内 であるかどうか 

企業 は せるが，た 連携教育をやって わりということはしない。 

 教員が事 に内 を調べて確認を ること。 

 これらが当てはまらないものは， から手が出るほど しいのではあるがあきらめるこ

ともある  

 また，うまく外 の企業と連携教育を実施している学校は，外 の企業と に連携す

ることを にカリキュラムを構 している 企業が わればカリキュラムも えるとい

うことまで対応することができれば 当な連携ができるが，現実には負担が大きく 単な

ことではない。 

  

）まとめ 

な 産総研と 1 年 の連携教育が できたのであ うか。 

っとしたきっかけで まった連携教育が した理由は，教育理 ・ 学の理 に

もつながる「学 協同教育」が人材教育の になっているからである。 

 また、人事 でほ 3 年くらいで所 が わるが「 テク ー専門学校とはこ

ういう連携の 組みがあって，この連携を 進することは産総研 セ ターにも リ

ットがある」ということが し りされていることで け れ・ の体 を 持するこ

とに がっている があるということができる。 

また， オテク ャ の が専門学校生にうまく ッ した（成 の 要 ）

ということに えて 組織の を 確化することによって，それぞれの に する

ことができ連携が い形で機能したと考えられる。 

また、連携大学院の存在によって実 ームを形成でき、研 、大学院生、 オテ

ク ャ としての専門学校生が ームとして き、 の 頼関係を くことができ

たことも成 の である。専門学校生にとって、大学院生は年 も く な存在であ

るとともに 分の の デルの を果たし、 ベー を高める要 となってい

ると考えられる。 

に、産総研 セ ターにとっては研 能 の向上、 オテク ー

専門学校にとっては 用可能な 力的な外 として、 組織のベネフィットに がっ

ていることが 期にわたって連携教育を させ、成 させた大きな要 である。 
 
. 産学連携教育の  

 

 に、これまでの各章および本章での考 から有効な連携教育の要 を ラ

として し結 ことにする。 
 業実践専門 においては産学で構成する「教育 成 員会」を組織化しカリキ

ュラムを することになっているが、カリキュラムの に 学の理 に基 いて教育全

体の戦 を らかにすることが必要である。連携教育は教育全体の戦 の で位置 ける

ことが 要である。そして、連携教育の に しては、連携教育のビ や目的を

し、 有することが求められる。連携のビ や目的が なれば有効な連携教育にも

いが出てくる。 
 
（ ） ームベースの連携教育 

 章において指摘されているように、 の分野において専門学校で 成することが期

待されている人材というのは、 ームの 員として問題解 に貢献できる アであ

る。 ームベースという は、 題を ーム全体で 有し、その解 のため多 な能力

を有する人々と協 し、 ームの での らのタスクを じて貢献できることが期待され

ているのである。 
 章で指摘された は基本的に ームベースの連携教育であり、しばしば ター

ップと組み わされて 用されることが多い。 では、 題を企業から えられ、そ

の 題に応じて企業現場の専門 や教員が専門学校の学生 から構成される ームを形成

し、コ ュ ケー をとりながら、プ クトの成 を目指してコラ レートでき

る体 を整えることが 要になる。PBL で 成されるのは、「関係 同 と協力して問題解

できる能力」である。

 みずほ総研（2012）の調査によると、専門学校では PBL による連携教育は 3 度の普

及度であるが、今 現実に生 している問題をリアリティを う形で ームベースで解

する PBL という連携教育の手法は、今 さらに有力な連携教育の手法となっていくと考え

られる。 
 （ ）連携する組織全てにベネフィットが実感できる 
 上 した テク ー専門学校と産業 総 研 所 セ ターの連携教育

のケースが 年という 期にわたって し、成 できた要 として連携 方の組織ばか

りでなく、 した ーにとってもベネフィットを実感できる教育であったことが指

摘できる。本章で したみずほ総研（ ）の調査では、連携組織がベネフィットを実

感できず、担当 の と アティ に依存する連携教育が多いことが報告されてい

るが、このような連携教育では 期にわたって することは困 である。 
 （３）戦 性のある連携教育組織の存在 
連携教育の必要性と を主 しながら、専門の連携教育組織や担当 も設置せずに教

員や 員の個人的 や にのみ依存する形で連携教育を することは でありか

つ困 である。連携教育担当 の や は、連携教育にとって に 要な要 であ

るが、 期的な有効性という で考えると効果的ではないということができる。個々人

のネットワークや には 界がある。このことが、連携 手の や連携教育の 性

という で となる。専門の連携組織や担当 を ％ 度しか持たない専門学校が、連
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ということに えて 組織の を 確化することによって，それぞれの に する

ことができ連携が い形で機能したと考えられる。 
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携 手の に苦慮（ ％）したり、 性の で されている（ 年以上 してい

る連携教育は ％）というデータはこの と している（データの出所は、みずほ

情報総研、 ）。連携教育の を、個人学習に まることなく組織学習へと展開し

ていくためには専門の連携教育組織の存在が不可 である。 
（４）産学学連携の 要性と有効性 

 章において指摘された「産学学連携教育」は、 に高度で、 化のス ー の い

や知識に対応しなければならない分野において有効である。本章で した テク

ー専門学校と産業 総 研 所 セ ターとの連携のケースは、学学連携教

育に 当するものである。産学学連携を と組み わせた連携教育は、 の高度化、

化のス ー の さ、 性を とする 今の状況のなかで、今 ますます 要かつ

効果的になると考えられる。 に、情報系の専門学校はこのような状況に直 しており、

産学学連携によって、学生の学 のみならず教員の学 を 進し、教員不足にも効果があ

ると考えられる。 
 （ ）産学連携教育に する組織や個人の の 確化 
 産学連携には、 する組織の 的 ックが なることによる不調 や不 が生じ

る可能性がある。組織 の不調 や不 は、連携の に がる。これを ためには、

確な連携戦 のもと 組織の を し、 な 用を じて 頼感を 成す

ることが不可 である。連携というのは、個 組織では解 できない 題を 組織が戦
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